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論文概要

本論文は，筆者が三菱電機株式会社先端技術総合研究所および大阪大学大学院工学研
究科 博士後期課程の在籍中に行った，不確実条件下での複数価値取引と電力需給計画の
最適化に関する研究から得られた成果を総括したものである。
日本では長らく 10社の電力会社が，管轄するエリア内の発電・送配電および電力の販
売を一貫して行い，安定的な電力供給を実現してきた。近年，電力の低廉化を目指して電
力システム改革が進められ，電気事業に自由競争が導入されたことに伴い，電気事業者の
収益確保が課題となっている。本研究では，発電事業者の意思決定における課題に対し
て，最適化技術を用いた解決策を提案するとともに，シミュレーションによりその有用性
を示す。
第 1章では，発電事業者を取り巻く近年の状況を踏まえて，意思決定における課題を抽
出するとともに，本論文では「不確実条件下での取引に関する意思決定」と「複数価値の
取引に関する意思決定」に関する解決策を提案することを述べる。
第 2章では，不確実条件下での取引に関する意思決定手法を提案する。具体的には，週
間での発電機の運転計画とスポット市場での取引計画を統合して作成する際に，発電事業
者のリスク選好に応じた収益を得られるように，スポット市場の価格の不確実性を考慮し
て最適化する手法を提案する。発電事業者が明示的にリスク選好を反映できるように，収
益の VaRを最大化することを目的として，確率計画法を用いた計画作成手法を提案する。
第 3章では，複数価値の取引に関する意思決定手法を提案する。具体的には，スポット
市場での電力量の取引計画と，需給調整市場での調整力の取引計画と，発電機の運転計画
を統合して収益を最適化する手法を提案する。調整力を発動できることを担保するために
は，出力帯の計画が必要となる。そこで，重み付き有向グラフの一種であるフローネット
ワークを活用して出力帯と起動停止をモデル化する手法を提案する。
第 4章では，不確実条件下での複数価値の取引に関する意思決定手法を提案する。具体
的には，スポット市場と需給調整市場の価格の不確実性を考慮した上で，電力量・調整力



の取引計画と発電機の運転計画を統合して収益を最適化する手法を提案する。不確実性と
複数価値取引を同時に考慮するこの問題を，混合整数計画問題として定式化して直接的に
解くことは，実用的な時間では困難である。そこで，決定変数を段階的に決定するヒュー
リスティックな最適化手法を提案するとともに，段階的な処理の過程において，離散変数
の決定問題を求解が容易な最短路問題に帰着させる方法を提案する。
第 5章では，本研究から得られた成果を総括するとともに，電力需給計画の今後の課題
を述べる。
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第 1章

序論

1.1 研究の背景
電力システムは，発電設備，需要家設備，電力流通設備が電気的に連結した，大規模な
ネットワークであり，電気エネルギーの発生から消費までの一連のプロセスを司る [1][2]。
発電設備とは，電気エネルギーを発生する設備であり，化石燃料を用いて発電する火力発
電機，核燃料を用いて発電する原子力発電機，ダムに貯めた水を用いて発電する水力発電
機が代表的である。近年は，太陽光を用いて発電する太陽光発電や，風を用いて発電する
風力発電などの導入も進んでいる。需要家設備は電気エネルギーを消費する設備であり，
例えば電灯・空調・電動機等が挙げられる。これらの設備を保有し，電気エネルギーの供
給を受ける者を需要家という。受電する電圧によって需要家は細分化され，一般に 22kV

超で受電する者を特高需要家，6.6kVで受電する者を高圧需要家，200V/100Vで受電する
者を低圧需要家と呼ぶ。電力流通設備は，発電設備で作られた電気エネルギーを需要家に
供給するための設備である。発電設備で作られた電力は，変圧器によって電圧を下げられ
ながら，送電線・配電線を流れ，需要家に供給される。落雷や台風による事故等の際に，
送電線や配電線の接続を変えて，電力潮流を変える遮断機・断路器なども，電力流通設備
に含まれる。電力システムは，このように各種の設備がひと繋ぎとなった大規模なネット
ワークであり，東日本では 50Hz，西日本では 60Hzの周波数を基準に交流の系統として
機能する。電力システムでは，需要家に電力を安定して供給するために，周波数や電力潮
流を制御する有効電力制御，無効電力を合理的に配分して電圧を維持する無効電力制御，
系統の事故などの異常事態の際に停電を少なくする信頼度制御が行われる [3]。例えば周
波数の制御においては，消費量（需要）と発電量（供給）を時々刻々バランスさせること
が重要となる。仮にこの需給バランスが崩れて周波数の低下が一定時間続くと，一定の需
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要家をネットワークから切離すこととなり，停電が生じる。
日本では長らく 10社の電力会社が，管轄するエリア内の発電・送配電および電力の販
売を一貫して行い，安定的な電力供給を実現してきた。具体的には，1951年に設立され
た 9社がそれぞれ北海道・東北・東京・中部・北陸・関西・中国・四国・九州エリアを管
轄し，1972 年に設立された 1 社が沖縄エリアを管轄してきた [4][5]。この発送電一貫の
地域独占的体制は，生産規模が大きくなるほど生産費用の平均が低下するという規模の経
済性を根拠として，国内に安価な電力を安定的に供給する最適な体制であると考えられて
きた。また，独占により懸念される電力価格の上昇に対しては，料金規制を実施して対策
をしてきた。しかしながら，それでも海外と比べて電気料金が高いという課題があり，電
気事業に自由競争を採り入れる方向で，1995年以降電気事業法が改正された。電気事業
は，電力を作る発電事業と，電力を送る送配電事業と，電力を売る小売電気事業に大別で
きる。この内，発電事業は 1995年の電気事業法の改正により，原則として参入が自由に
なった。また，小売電気事業は 2000年の特高需要家，2004年・2005年の高圧需要家を
対象とする自由化を経て，2016年の低圧需要家の自由化により，需要家の受電電圧に関
係なく全面的に参入が自由になった。一方で送配電事業は，発電事業・小売電気事業に新
規参入した事業者が送配電ネットワークを公平に利用できるよう，中立性を確保すること
が重要となる。そこで，2003年に会計分離が義務付けられた後，2020年には法的分離の
義務付けへと規制を強め，発電事業・小売電気事業との兼業が規制された。
電力システム改革と呼ばれる，この一連の電気事業法の改正により，発電・送配電およ
び電力の販売の一貫による安定的な電力供給の仕組みは，市場を導入した仕組みに変化し
た。現在は，電源等の「価値」が 4 種類に分けられ，それぞれの「価値」を取引する市
場が整備されている [6]。ここで電源等とは，発電設備と，需要抑制を行う設備のことを
指す。2005年に「実際に発電された電気である電力量」の取引が卸電力市場で開始され，
2018年に「非化石電源で発電された電気に付随する環境価値」の取引が再エネ価値取引
市場・高度化法義務達成市場で開始され，2020年に「発電することができる能力である
容量」の取引が容量市場で開始され，2021年に「短時間で需給調整できる能力である調
整力」の取引が需給調整市場で開始された [7][8][9]。発電事業を営む発電事業者と小売電
気事業を営む小売電気事業者は，卸電力市場または相対契約で電力量を取引する。発電事
業者は，実際の電力需要の 1時間前までに発電量と販売量の計画値を提出し，30分単位
で実績値と一致させる義務を負う。また，同様に小売電気事業者は，調達量と需要量の計
画値を，実績値と一致させる義務を負う。この計画値同時同量という制度により 30分単
位での需給の一致が図られる。他方で送配電事業を営む一般送配電事業者は，容量市場と
需給調整市場での取引により，安定的な電力供給に必要となる電源等の価値を確保する。
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需給調整市場で調達する調整力は，発電事業者と小売電気事業者が責務を負わない 30分
より短い時間での需給の一致に用いられ，周波数の維持に重要な役割を果たしている。
このような市場によって，電気事業に自由競争が導入されるとともに，電気事業の収益
構造も大きく変化した。電力会社が発送電を一貫していた時代は，電力の安定供給に必要
な費用に一定の利益を加算するという，総括原価方式により電力の販売価格を定めていた
ため，安定的に収益を確保できていた。一方で現在は，発電事業者と小売電気事業者は適
切な売価を設定しながら，自由競争の下で電力を売買して収益を得る必要がある。また，
一般送配電事業者は送配電系統の投資・維持に必要となるコストを，託送料金として小売
電気事業者を介して需要家から調達するが，その託送料金はレベニューキャップ制度のも
と国に評価・審査され，適正化される仕組みとなっている [10]。
市場の導入により，発電事業者と小売電気事業者においては，安定的に収益を確保する
ことが課題となっており，2021年に経済産業省が公表した「市場リスクマネジメントに
関する指針」において，両事業者はスポット市場での取引において価格変動のリスクを抱
えていることが述べられている [11]。厳気象による需要増加や，地政学的な要因などによ
る石油燃料の価格高騰・在庫不足は，スポット市場の価格の高騰を招く。反対に，太陽光
発電などの再生可能エネルギーの大量発電は，供給過剰の状態を生み，スポット市場の価
格の下落を招く。両事業者とも，スポット市場の価格の動向などを見据えてリスク評価・
管理をした上で，事業における意思決定をすることが重要となっている。他方，一般送配
電事業者においては，需給調整市場において必要な調整力を十分に調達できない課題や，
市場価格の上昇により調達費用が増大する課題を抱えており，電源の余力を活用する仕組
みを設ける他，市場の制度変更による応札量の増加を試みている。さらに，電力量と調整
力を同時に確保する同時市場を創設する検討が 2023年から始まっている [12]。

1.2 本研究の目的
前節で述べたように，長らく日本の電気事業は地域独占的体制であったが，発電事業・
小売電力事業が自由化された。自由競争による電力価格の低廉化が期待される一方で，発
電事業者・小売電気事業者は経営上のリスクを抱えることとなり，電力の売買に関する意
思決定が課題となっている。両事業者が適切な意思決定のもとに電力を売買する事は，安
価な電力の安定供給を実現する上でも重要である。本研究では，発電事業者の意思決定に
着目して，以下の (1)～(4)に示す課題を抽出した。このうち，本研究では電力需給計画に
関する解決策に着目する。具体的には，(1)に示す課題について，電力量と調整力の取引
を考慮した電力需給計画に関する解決策を提案する。また，(2)に示す課題について，市
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場価格の不確実性を考慮した電力需給計画に関する解決策を提案する。

(1) 複数価値の取引に関する意思決定
電源等の価値は 4つに細分化され，それぞれの価値は異なる市場で取引される。その中
で，電力量の取引と調整力の取引は，発電事業者にとってトレードオフの関係にある。具
体的には，発電機を最大出力で動かして電力量を生み出す場合，発電機の出力を増加させ
る余力がなくなるため，一般送配電事業者に調整力を売ることはできなくなる。そのた
め，この 2種類の価値の取引計画と，発電機の運転計画を統合して作成することが収益向
上に重要となる。本研究では取引計画と運転計画をまとめて電力需給計画（あるいは単に
需給計画）と呼ぶ。他方で，容量市場と非化石価値取引市場での取引で得る収益には，電
源構成が影響するため，両市場を考慮した電源投資計画も重要となる。

(2) 不確実条件下での取引に関する意思決定
発電事業者はスポット市場での電力量の売価にリスクを抱えている。同様に，需給調整
市場での調整力の売価にもリスクを抱えるものと考える。また，発電事業者が保有する再
生可能エネルギーの発電量が予測から大きく外れると，発電量の計画値と実績値の不一致
が生じ，インバランス料金制度に基づいて金銭的なペナルティを課されることとなる。こ
のように，市場価格と発電量という，2つの不確実な要素を抱えながら，安定的な収益を
得るために意思決定をする必要がある。このためには，不確実な要素を予測したうえで，
電力需給計画を作成することが重要となる。また，電力先物市場を活用したリスクヘッジ
も重要となる。

(3) 脱炭素化への対応
2050年のカーボンニュートラルの実現には，エネルギー需要の電化と，電源の脱炭素
化を併せて進めることが重要であり，その達成に向けた様々な仕組み作りが進められてい
る。例えば，前述した非化石価値取引市場は，環境価値を顕在化させて取引できるように
することで，脱炭素電源の導入によるインセンティブを高めるものである。発電事業者
に大きな影響を与えると予想されるのは，2028年度に開始予定の「化石燃料賦課金制度」
と，2033年度から有償化が検討されている「排出量取引制度」である。化石燃料賦課金
制度では，輸入する化石燃料に由来する二酸化炭素の量に応じて，賦課金が徴収される。
また，排出量取引制度では，二酸化炭素の排出権をオークションにより購入する必要があ
る。これまで火力発電機を稼働させてきた発電事業者は，これらの制度により脱炭素を促
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されることとなり，再生可能エネルギーを用いる発電機の導入，火力発電機の廃止，水素
等への燃料転換といった，電源投資計画の最適化が重要となる。

(4) 燃料調達に関する意思決定
発電事業者が保有する火力発電機の稼働には，化石燃料が必要となる。化石燃料には主
に石炭，石油，液化天然ガスがあり，長期では数十年，短期では数か月程度の単位で調達
の契約をする。地政学リスク等に起因する燃料の価格高騰は発電事業者のコスト増加に直
結するため，燃料の購入・使用の計画と，燃料先物の活用によるリスクヘッジが，コスト
の適正化に重要となる。また，(3)で述べた化石燃料賦課金制度も燃料の輸入に関係する
ため，電源投資計画と合わせた意思決定が今後一層重要になると考える。

1.3 リスク指標
本論文の構成を述べる前に，本論文で用いるリスク指標ついて事前に説明する。リスク
指標とは，不確実条件下でのリスクを定量的に示す指標である。本論文では VaR(Value at

Risk)と CVaR(Conditional Value at Risk)を用いる。
VaRは，設定した信頼区間における最悪の収益あるいは損失である。信頼区間 α%での

VaRは，α%VaRと表される。また，VaRを下回る収益・損失に対する期待値が CVaRで
あり，同様に α%CVaRと表される。収益を表す確率変数を X とし，これが x以下の値と
なる確率である累積分布関数を F(x)とすると，α%VaRは (1.1)式，α%CVaRは (1.2)式
で表すことができる。

α%VaR = sup {x ∈ R : F(x) ≤ 1 − 0.01α} (1.1)

α%CVaR = E (x | x ≤ α%VaR) (1.2)

例えば確率変数 X が連続型であり確率密度関数が f (X) である場合，VaR と CVaR は図
1.1のように図示される。なお，確率変数が離散型 X の場合でも同様であり，α%VaRと
α%CVaRの式はそれぞれ (1.1)式，(1.2)式となる。

VaR は，金融機関で活用される標準的なリスク指標である。ただし，信頼区間外の収
益・損失は評価されないため，テールリスクを十分に捉え切れないという短所がある。
テールリスクとは，稀頻度で大きな損害が生じるリスクのことである。また，確率変数 X

に対するリスク指標を ρ(X)と表すとき，(1.3)式が成り立つことを劣加法性を満たすとい
うが，VaRはこれを満たさない [13]。収益・損失をいくつかに分割してリスクを管理して
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図 1.1 収益の VaRと CVaR

いる場合，劣加法性を満たさない VaRのようなリスク指標を用いると，全体のリスクを
過小評価する可能性がある。

ρ(X1 + X2) ≤ ρ(X1) + ρ(X2) (1.3)

他方で，CVaRは VaRを下回る収益・損失に対する期待値であることから，テールリスク
を十分に捉えたリスク指標である。加えて，劣加法性を満たすことが知られている [13]。
α%VaR や α%CVaR を最大化するように意思決定をする際に，確率計画法が用いられ
る。確率計画法は，最適化問題に含まれるパラメータが確率変数となる最適化問題であ
る。この時，意思決定者（本論文では発電事業者）は，どれだけリスクを許容するか，と
いうリスク選好に基づいて，信頼区間 α%を設定する。不確実性を考慮する第 2章と第 4

章では，確率計画法に基づいて最適化問題を定式化する。

1.4 本論文の構成
本論文は，前述した研究背景から抽出した発電事業者の課題のうち，複数価値の取引と
不確実条件下での取引に対し，解決策を研究した成果をまとめたものである。本論文の構
成は図 1.2の通りであり，全 5章で構成される。第 2章では不確実条件下での取引，4章
では複数価値での取引という，それぞれ異なる課題について，解決策を研究した成果を述
べる。そして，第 4章で不確実条件下と複数価値という両方の課題を考慮し，解決策を研
究した成果を述べる。
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以下，第 2章から第 5章までの概要を述べる。

第 2章では，不確実条件下での取引に関する意思決定について述べる。発電機は起動の
操作に 1日程度かかるものがあり，1週間以上停止する場合は補器を停止することとなる
ため，起動の操作にさらに時間がかかる。例えば石炭火力機では，給水タンクや微粉炭器
といった補器を停止する。したがって，発電事業者の収入源である電力量の取引に関し
て，週間での発電機の運転計画とスポット市場での取引計画を統合して作成するのが望ま
しいと考える。この週間の電力需給計画を，発電事業者のリスク選好に応じた収益を得ら
れるように，スポット市場の価格の不確実性を考慮して最適化する手法を提案する。不確
実性を取り扱う方法に，ロバスト最適化 [14]と確率計画法 [15]がある。ロバスト最適化
は，最悪ケースを最適化することで，リスクに強い意思決定を可能とする。確率計画法
は，想定するケースとそのケースが生じる確率を予測する必要があるが，目的関数値の分
布を得られるメリットがあり，期待値・VaR（Value at Risk）・CVaR（Conditional Value at

Risk）といった統計的な指標を最適化できる。第 2章では，スポット市場の価格の不確実
性を確率付きで想定できるという前提で，収益の VaRが発電事業者のリスク選好に応じ
たものとなるように，週間での発電機の運転計画とスポット市場での取引計画を確率計画

第1章 序論

第2章

収益変動リスクを考慮した

週間需給計画

第4章

電力量と調整力の

市場価格の不確実性を考慮した

翌日需給計画

第5章 結論

第3章

フローネットワークによる

出力帯のモデル化と

需給調整市場を考慮した

週間需給計画

不確実条件下での
取引に関する意思決定

複数価値の
取引に関する意思決定

不確実条件下での
複数価値の
取引に関する意思決定

図 1.2 本論文の構成
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法により統合して作成する手法を提案する。

第 3章では，複数価値の取引に関する意思決定について述べる。具体的には，スポット
市場での電力量の取引計画と，需給調整市場での調整力の取引計画と，発電機の運転計画
を統合して収益を最適化する手法を提案する。前述した通り，電力量と調整力の取引はト
レードオフの関係にある。また，調整力を売る際には，調整力を発動できることを担保し
ておく必要がある。このためには，発電機の出力・起動停止と合わせて出力帯の計画も重
要となる。出力帯とは，発電機の出力範囲を複数の区間に分けたものであり，出力を大き
く変える際は出力帯の切替えが必要になる。出力帯を切替える際は，燃料供給弁の開閉
や，補器の運転切替えが必要となり，切替え中は出力を一定として運転する必要があるた
め，調整力を発動できない。つまり，出力帯の切替え時を避けて調整力の取引をする必要
がある。そして，この問題を数理計画問題として定式化する際には，出力帯の離散性を表
現する必要がある。第 3章では，重み付き有向グラフの一種であるフローネットワークを
活用した出力帯と起動停止のモデル化を提案する。フローネットワークとは，ノードとブ
ランチから構成され，ブランチに流量の制約が課されたグラフである。また，このモデル
に基づき電力量・調整力の取引を含む電力需給計画を混合整数計画問題として定式化する
手法を提案する。

第 4章では，不確実条件下での複数価値の取引に関する意思決定について述べる。具体
的には，スポット市場と需給調整市場の価格の不確実性を考慮した上で，電力量・調整力
の取引計画と発電機の運転計画を統合して収益を最適化する手法を提案する。不確実性と
複数価値取引を同時に考慮するこの問題を，混合整数計画問題として定式化して直接的に
解くことは，実用的な時間では困難であると考える。そこで第 4章では，決定変数を段階
的に決定するヒューリスティックな最適化手法を提案する。また，その過程において離散
変数の決定問題を最短路問題に帰着させることで，連続緩和問題の解として整数解を得る
ことを可能とし，計算時間の短縮を図る。

第 5章では，本研究から得られた成果をまとめるとともに，電力需給計画に関する今後
の課題を述べる。

なお，本論文の第 2章，第 3章，第 4章は，それぞれ電気学会論文誌 Bおよび論文誌
Cに掲載された論文 [16][17][18]を，それぞれ引用転載したものである。
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第 2章

収益変動リスクを考慮した週間需給
計画

2.1 諸言
2020年の発送電分離以後，発電事業は総括原価方式の対象外となり，発電事業者は市
場競争を前提とした営利活動へと移行した。今後は電力市場の成熟に伴って，発電事業者
は相対取引のみならず電力市場での積極的な取引を行うことが想定される。発電事業者は
安定した収益を確保するために，インバランス（発電の計画値と実績値の差）が生じるリ
スクと，収益が減少するリスクを考慮して，需給計画を作成する必要がある。これらのリ
スクは，電力価格，再エネ出力，電力需要などの不確実性に起因する。本章で電力需要は，
発電事業者が小売電気事業者と相対取引する電力量を指すものとする。これらのリスクを
考慮する手法には，主にロバスト最適化と確率最適化がある。
ロバスト最適化は，不確実な要因の発生範囲を想定し，最悪条件下での計画を最適化す
ることで，リスクを回避する計画を作成する手法である。インバランスが生じるリスクを
考慮する発電機運転計画の研究が主であり，不確実な要因として需要を考慮する手法 [1]，
風力発電量を考慮する手法 [2]，発電機故障を考慮する手法 [3]，デマンドレスポンスの応
動量を考慮する手法 [4] がある。ロバスト最適化は，最悪条件下での最適化となるため，
リスクに強い計画を作成できるという長所があるが，計画が保守的になり収益が少なくな
るという短所がある。
確率最適化は不確実な要因を確率的な事象として取り扱う手法である。インバランスが
生じるリスクを確率的に捉えるものと，収益が減少するリスクを確率的に捉えるものがあ
る。インバランスが生じるリスクを確率的に捉える手法には，リスクを評価する指標とし
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てインバランスの発生確率を用いる手法 [5]，インバランスが生じる時間の期待値を用い
る手法 [6]，インバランス量の期待値を用いる手法 [7]，インバランス量の条件付き期待値
を用いる手法 [8]がある。これらの手法は，送配電事業者が供給信頼度（電力の供給に支
障をきたす度合い）を考慮して発電機の運用を計画する際に有用であるが，発電事業者
は，インバランスが生じないように発電機運転計画を作成する必要がある。つまり，イン
バランスが生じるリスクを確率的に捉えるのではなく，可能な限り回避するという前提
で，計画を作成する必要がある。収益が減少するリスクを確率的に捉える手法には，発電
コストの期待値を最小化する手法 [9]，収益の条件付き期待値（CVaR, Conditional Value

at Risk）が所与の閾値以上となる制約のもと収益の期待値を最大化する手法 [10]，収益に
対して CVaR と期待値の線形加重和を最大化する手法 [11]，発電コストに対して CVaR

と期待値の線形加重和を最小化する手法がある [12]。これらの手法は，収益もしくは発電
コストを確率的に評価できるという長所があるが，発電事業者のリスク選好を明示的に与
えることが難しいという短所がある。例えば，期待値を最小化する手法は，稀頻度の事象
（はずれ値）に対するリスク選好を反映できない。また，閾値を与える手法は，ある程度
の収益を想定した上で，CVaRの閾値を与える必要がある。線形加重和を最大化する手法
は，各目的関数に対して重み係数を設定する必要がある。リスク選好を明示的に反映する
ために，VaRを発電事業者のリスク尺度とする検討がされている [13][14]。VaRは信頼区
間外のテールリスクを考慮しない点と劣加法性を満たさない点に留意する必要があるが
[15]，明示的にリスク選好を反映できるという利点がある。
本章では，発電事業者の収益が減少するリスクに対して明示的にリスク選好を反映でき
る需給計画を作成することを目的とする。需給計画には年間・月間・週間・日間があるが，
発電機の起動停止決定に関わり，かつリスクに対応するための先渡取引の意思決定も必要
となる，週間需給計画を本章の対象する。具体的には，明示的に与えた収益の信頼区間に
対して，VaRを最大化する週間需給計画手法を提案し，その有用性を示す。収益を大きさ
順に並べて，大きい方から数えて α%となるときの収益の値が，信頼区間 αでの VaRで
ある。信頼区間は，全事象の中で考慮する事象の割合であるため，明示的に与えることが
できる。
本章の構成は以下の通りである。2.2節で，想定する発電事業者と電力取引について述
べたうえで，週間需給計画と不確実要因の概要を述べる。2.3節で，VaRを最大化する週
間需給計画問題を定式化する。2.4節で，提案手法と従来手法（発電事業者の収益の期待
値を最大化する手法）による数値シミュレーションを行う。発電事業者の収益と需給計画
の結果を分析し，運用者のリスク選好が反映されていることを確認することで，提案手法
の有用性を示す。2.5節で本章のまとめを述べる。
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2.2 週間需給計画と不確実要因の概要
本章では，発電事業者は火力発電機と揚水発電機を保有すると想定する。これらの発電
機を運転して得られる電力を，相対取引および卸電力市場での取引により他の電気事業者
に販売する。卸電力市場では先渡取引とスポット取引を行うものと想定する（図 2.1）。発
電事業者の収益は，卸電力市場での取引および他の電気事業者との相対取引による収益か
ら，発電機の燃料費と起動費を引いたものとなる。不確実要因は，取引に起因するものと
電源に起因するものに大別できる。本章では前者に着目し，スポット市場の電力価格と相
対取引の電力量に対して，複数のシナリオを用意することで不確実要因を考慮する。な
お，後者に含まれる主な要因は，発電機故障，変動性再生可能エネルギーの発電量である。
先渡市場には，24時間型の商品（受渡し期間が 0時～24時）と，昼間型の商品（受渡
し期間が 8～18時）がある。それぞれの商品の入札候補を，ブロックを用いた入札曲線の
モデル [16]を離散化して作成する。具体的には，売り入札価格を高くするほど，売り入札
量が減るような入札曲線を想定し，先渡市場の取引単位（30分単位で 500キロワット時）
を満たすように複数の入札候補を用意する。24時間型の商品に対する入札候補の例を図
2.2に示す。最適化計算によりどの価格と量で入札するか，もしくは入札しないかを決定
する。スポット市場は，電力価格の予測値をシナリオで与え，当該価格での入札量を最適
化計算により決定する。
相対取引の契約内容は，発電事業者（売り手）が小売電気事業者（買い手）に，契約を
交わした容量の範囲内で電力を供給することを前提とする。供給する電力は，これらの事
業者が発電計画や調達計画を電力広域的運営推進機関に提出する締切りである，実需給の
1時間前までに確定されるものとする。週間需給計画を作成する時点では，相対取引の電
力量は不確実であるため，その予測値をシナリオで与える。
週間需給計画における決定変数には，シナリオに依存せず決定するものと，シナリオに
依存して決定するものがある。変数の詳細は後述するが，シナリオに依存せず決定する
ものは，評価値である VaR(VaRα)，先渡取引での入札（ωFW,BA

f1
, ωFW,PK

f2
）と発電機の状態

（ug,t）である。先渡市場の週間商品は受渡しの一週間前が入札の締切りであるため，週間
需給計画時点で確定する必要がある。また，発電機はすぐに起動停止を変更できないもの
があるため，発電機の状態も週間需給計画時点で確定する。シナリオに依存して決定する
ものは，スポット市場への入札量（qSPOT

t,s ），火力発電機の出力（xg,t,s），揚水発電機の揚水
ポンプの動力（xPMP

h,t,s，以下，揚水電力）および発電機の出力（xGEN
h,t,s ，以下，発電電力）で

ある。スポット市場は受渡しの 1日前が入札の締切りであるため，週間需給計画時点では
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シナリオごとに入札量を仮決定する。火力発電機の出力，揚水発電機の揚水電力および発
電電力もシナリオごとに仮決定しておく。

Generators

Electricity Retailer

Spot

Market

Bid

Bid

Bilateral Contract

Forward

Market

Bid

Bid

図 2.1 発電事業者の電力取引の概要

Candidate 1
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P
ri

ce
[¥
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W

h
]

𝑃1FW,BA

𝑃2FW,BA

𝑃3FW,BA

𝑄1FW,BA 𝑄2FW,BA 𝑄3FW,BA

Amount[¥/kWh]

図 2.2 24時間型の先渡取引の入札候補の例
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2.3 収益の VaRを最大化する週間需給計画問題の定式化
週間需給計画では，相対取引の需要とスポット市場の電力価格をシナリオとして考慮す
る。決定変数は，スポット市場への入札量，先渡取引での入札の選択，発電機の出力と状
態である。収益は，先渡市場とスポット市場での取引および相対取引による収入から，火
力発電機の燃料費および起動費を引いたものとなる。VaR を最大化する週間需給計画問
題は，混合整数二次計画問題として (2.1)～(2.17)式のように定式化できる。式中で用いる
記号の定義は文中で説明するが，章末に種類別・アルファベット順でまとめて示す。以降
の定式化では，需要，スポット市場への入札量，先渡取引の入札量は，電力量ではなく平
均電力として扱う。

max VaRα (2.1)

s.t. VaRα ≤
∑

f1∈FBA

PFW,BA
f1

QFW,BA
f1

ωFW,BA
f1

+
∑

f2∈FPK

PFW,PK
f2

QFW,PK
f2

ωFW,PK
f2

+
∑
t∈T

PSPOT
t,s qSPOT

t,s +
∑
t∈T

PBL
t QBL

t,s −
∑
g∈G,t∈T

f FUEL
g

(
xg,t,s, ug,t

)
−

∑
g∈G,t∈T\{|T |}

f ON
g

(
ug,t, ug,t+1

)
+ M · θs,∀s ∈ S (2.2)∑

s∈S
θs ≤ ⌊(1 − 0.01α) |S |⌋ (2.3)

(2.1)～(2.3)式により，与えた信頼区間での VaRである VaRα を最大化する。(2.2)式は，
各シナリオにおける収益が与えた信頼区間での VaR以上となるか否かを，補助変数 θs に
より判定する。右辺の第 1項から第 5項がシナリオ sにおける収益を表す。第 1項と第
2項は先渡商品の取引による収入であり，PFW,BA

f1
と QFW,BA

f1
はそれぞれ，先渡取引（週間

型・24時間型） f1 ∈ FBA の入札価格と入札量である。FBA は入札候補の集合である。同
様に，PFW,PK

f2
，QFW,PK

f2
，FPK は先渡取引（週間型・昼間型）の入札価格，入札量，入札候補

の集合である。第 3項はスポット市場での取引による収入であり，PSPOT
t,s と qSPOT

t,s はそれ
ぞれ，時刻 t ∈ T，シナリオ s ∈ S におけるスポット市場の電力価格と入札量である。な
お，T = {1, 2, . . .}であり，計画期間の最後の時刻は |T |である。時刻のインデックス t ∈ T

は，表 2.1のように t = 1を 1日目の 0時 0分として，30分毎に付与した通し番号であ
る。第 4項は相対契約での取引による収入であり，PBL

t は時刻 tにおける相対契約の取引
価格，QBL

t,s は時刻 t，シナリオ sにおける相対契約の取引量である。第 5項と第 6項は発

14



電機 g ∈ Gの発電コストであり，第 5項が燃料費，第 6項が起動費である。第 7項は，十
分大きな定数 M とバイナリ変数 θs により，シナリオ sにおける収益が VaRα 以上となる
か否かを判断するための項である。(2.3)式により，総シナリオ数に対する補助変数 θs の
割合が，与えた信頼区間以下となるようにする。

表 2.1 時刻のインデックス

t 日時
1 1日目の 0:00

2 1日目の 0:30
...

...

48 1日目の 23:30

49 2日目の 0:00
...

...

336 7日目の 23:30

以降，その他に課す制約式を述べる。

f FUEL
g

(
xg,t,s, ug,t

)
= FL

g xg,t,s + FC
g ug,t,∀g ∈ G,∀t ∈ T,∀s ∈ S (2.4)

f ON
g

(
ug,t, ug,t+1

)
=

(
1 − ug,t

)
ug,t+1FON

g ,∀g ∈ G,∀t ∈ T \ {|T |} (2.5)

(2.4)，(2.5)式が，発電コストに含まれる関数である。(2.4)式が火力発電機の燃料費特性
関数であり，FL

g と FC
g は火力発電機 gの燃料費特性係数，xg,t,s は時刻 t，シナリオ sにお

ける火力発電機 gの出力，ug,t は時刻 tにおける火力発電機 gの状態である。(2.5)式が火
力発電機の起動費の関数であり，FON

g は火力発電機 gの起動費である。∑
g∈G

xg,t,s +
∑
h∈H

(
xGEN

h,t,s − xPMP
h,t,s

)
= qSPOT

t,s + QBL
t,s

+
∑

f1∈FBA

QFW,BA
f1

ωFW,BA
f1

+
∑

f2∈FPK

QFW,PK
f2

ωFW,PK
f2

,∀t ∈ T PK,∀s ∈ S (2.6)

∑
g∈G

xg,t,s +
∑
h∈H

(
xGEN

h,t,s − xPMP
h,t,s

)
= qSPOT

t,s + QBL
t,s

+
∑

f1∈FBA

QFW,BA
f1

ωFW,BA
f1

,∀t ∈ T \ T PK,∀s ∈ S (2.7)

(2.6)，(2.7)式は，時間帯別の需給バランス制約である。昼間型（受渡し期間が 8～18時）
の先渡取引と，24時間型（受渡し期間が 0時～24時）の先渡取引があるため，需給バラ
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ンス制約の式が時間帯により異なる。(2.6)式が昼間（8時～18時）の需給バランス制約，
(2.7)式が昼間以外の時間帯の需給バランス制約である。xGEN

h,t,s と xPMP
h,t,s はそれぞれ，時刻

t，シナリオ sにおける揚水発電機 h ∈ H の発電電力と揚水電力である。また，T PK は昼
間の時刻の集合であり，T PK = {t ∈ T | 17 ≤ t mod 48< 37} である。t = 17 は 1 日目の 8

時，t = 37は 1日目の 18時であり，時刻 tのうち，48で割った余りが 17以上かつ 37未
満であるもの集合が，一週間のうちの昼間の時刻集合 T PK となる。∑

f1∈FBA

ωFW,BA
f1

≤ 1 (2.8)

∑
f2∈FPK

ωFW,PK
f2

≤ 1 (2.9)

(2.8)，(2.9)式は，先渡商品の入札を候補の中から選択する制約である。(2.8)式が 24時間
型の商品に関する制約式であり，ωFW,BA

f1
は候補 f1 ∈ FBA で入札するなら 1，入札しない

なら 0となるバイナリ変数である。同様に，(2.9)式が昼間型の商品に関する制約式であ
り，ωFW,PK

f2
は候補 f2 ∈ FPK で入札するなら 1，入札しないなら 0となるバイナリ変数で

ある。
以下に示す (2.10)～(2.17)式は，発電機等の設備の物理的特性による制約である。

− Rg ≤ xg,t+1,s − xg,t,s ≤ Rg,∀g ∈ G,∀t ∈ T \ {|T |},∀s ∈ S (2.10)

(2.10)式は出力変化速度制約であり，30分あたりの発電機の出力変化量に上限を課す制約
である。Rg は火力発電機 gの出力変化速度上限である。

ug,t − ug,t−1 ≤ ug,t+τ,∀g ∈ G,∀t ∈ T,∀τ ∈
{
1, 2, . . . ,max

{
T MUT
g , |T | − t

}}
(2.11)

ug,t−1 − ug,t ≤ 1 − ug,t+τ,∀g ∈ G,∀t ∈ T,∀τ ∈
{
1, 2, . . . ,max

{
T MDT
g , |T | − t

}}
(2.12)

(2.11)，(2.12)式は，それぞれ最小運転時間制約，最小停止時間制約である。発電機を一
度起動（あるいは停止）したときに，最低限連続して起動（あるいは停止）を保持する時
間を設けることで，頻繁に起動と停止を繰り返す計画を作成することを防ぎ，発電機を保
護する目的がある。T MUT

g と T MDT
g はそれぞれ，火力発電機 gの最小運転時間と最小停止

時間である。

vk,t,s + 0.5
∑
h∈Lk

(
ξhxPMP

h,t,s − xGEN
h,t,s

)
= vk,t+1,s,∀k ∈ K,∀t ∈ T \ {|T |},∀s ∈ S (2.13)

(2.13)式は揚水発電に用いる上池ダムの貯水量の算出式であり，電力量に換算して扱う。
vk,t,s は時刻 t，シナリオ sにおける上池ダム k ∈ K の貯水量，ξh は揚水発電機 hの揚水効
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率，Lk は上池ダム kに属する揚水発電機の集合である。

Xgug,t ≤ xg,t,s ≤ Xgug,t,∀g ∈ G,∀t ∈ T,∀s ∈ S (2.14)

(2.14)式は火力発電機の出力上下限制約である。Xg と Xg はそれぞれ，火力発電機 gの出
力上限と出力下限である。

0 ≤ xPMP
h,t,s ≤ X

PMP
h ,∀h ∈ H,∀t ∈ T,∀s ∈ S (2.15)

0 ≤ xGEN
h,t,s ≤ X

GEN
h ,∀h ∈ H,∀t ∈ T,∀s ∈ S (2.16)

(2.15)，(2.16)式は揚水機の出力に関する制約である。(2.15)式は揚水発電機の揚水電力の
上下限制約であり，(2.16)式は揚水発電機の発電電力の上下限制約である。X

PMP
h と X

GEN
h

はそれぞれ，揚水発電機 hの揚水電力上限と発電電力上限である。

Vk ≤ vk,t,s ≤ Vk,∀k ∈ K,∀t ∈ T,∀s ∈ S (2.17)

(2.17)式は，上池ダムの貯水量の上下限制約である。Vk と Vk はそれぞれ，上池ダム kの
貯水量の上限と下限である。
まとめると，本章で提案する収益の VaRを最大化する週間需給計画問題は，(2.1)式を
目的関数とし，(2.2)～(2.17)式を制約式とする最適化問題として，定式化される。

2.4 数値シミュレーション
2.4.1 概要
本節では，2.3節で述べた VaRを最大化する週間需給計画手法と，収益の期待値を最大
化する手法 [18]（不確実要因を考慮するがリスクを考慮しない手法）の数値シミュレー
ション結果を比較する。以降，前者を提案手法，後者を従来手法と呼ぶ。まず，目的関数
値を比較し，提案手法の有効性を示す。次に，収益のヒストグラム，先渡取引の結果，ス
ポット取引の総量を分析し，運用者のリスク選好が反映されていることを確認すること
で，提案手法の有用性を示す。
ここで，従来手法について補足する。従来手法は，スポット市場の価格の不確実性を考
慮して需給計画を策定する手法 [18]を，シナリオの作成手法が異なる点を考慮して定式
化し直したものである。文献 [18]の手法では，各時刻のスポット市場価格の離散確率分
布と隣接する時刻間の遷移確率によって，スポット市場の価格の不確実性をモデル化し，
期待値を定式化する。これに対して，本章のようなそれぞれが独立したシナリオでの期待
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値を目的関数にする定式化とし直すように，目的関数である収益の期待値を (2.18)式とす
る。(2.18)式は，シナリオ sに依存する「スポット市場での取引による利益」，「相対取引
による利益」，「火力発電機の燃料費」の期待値を第 3 項で計算する式である。制約条件
は，VaRを算出するための制約式以外は提案手法と同様であり，(2.6)～(2.17)式を課す。
従来手法は，提案手法と同様に混合整数二次計画問題となる。

max
∑

f1∈FBA

PFW,BA
f1

QFW,BA
f1

ωFW,BA
f1

+
∑

f2∈FPK

PFW,PK
f2

QFW,PK
f2

ωFW,PK
f2

+
1
|S |

∑
t∈T,s∈S

PSPOT
t,s qSPOT

t,s + PBL
t QBL

t,s −
∑
g∈G

f FUEL
g

(
xg,t,s, ug,t

)
−

∑
g∈G,t∈T\{|T |}

f ON
g

(
ug,t, ug,t+1

)
(2.18)

2.4.2 計算条件
発電機 39台に対する 30分刻みの週間計画（336コマの計画）を行う。発電機の構成は
石炭機 2台，LNG機 18台，石油機 18台，揚水機 1台とし，特性は標準モデル [19]を参
考に与える。相対取引の需要およびスポット市場の電力価格を平均回帰モデル [20]によ
りモデル化する。モンテカルロ法により，相対取引の需要とスポット市場の電力価格の相
関を考慮したシナリオを 20シナリオ作成する [20]。シナリオは以下の手順で作成する。

(1) 系統情報サービスの需要データおよび JEPXのスポット市場取引結果から，相対取
引の需要とスポット市場の電力価格の相関係数 ρを算出する。

(2) 独立な 2つの乱数 X,Y と相関係数 ρから，Xと相関を持つ乱数 Z = ρX +
√

1 − ρ2Y

を作成する。
(3) 乱数 X,Z をモンテカルロ法に使用して，シナリオを作成する。

平均回帰モデルのパラメータ（平均値，回帰速度，ボラティリティ）は，系統情報サービ
ス [21]の需要データおよび JEPXのスポット市場取引結果 [22]を元に最尤推定する。作
成したシナリオを図 2.3，図 2.4に示す。先渡取引は，24時間型（受渡し期間が 0時～24

時）と昼間型（受渡し期間が 8～18 時）の 2 種類の週間商品の入札を考える。各商品に
ついて，入札量と価格の候補を 3パターン用意する（表 2.2）。Base1, 2, 3が 24時間型，
Peak1, 2, 3が昼間型の商品の入札候補である。Base f1 の価格が PFW,BA

f1
，取引量が QFW,BA

f1

であり ( f1 ∈ {1, 2, 3})，Peak f2 の価格が PFW,PK
f2

，取引量が QFW,PK
f2

である ( f2 ∈ {1, 2, 3})。
入札価格は関崎ら [23]と同様に，全シナリオからスポット市場の電力価格の最大値と最
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小値を抽出し，その間の値となるように設定する。取引量は，エリア需要の 5%前後の量
を設定する。相対取引の電力価格は，スポット市場の電力価格の平均値（12.58円/kWh）
とする。インバランスに対するペナルティは，インバランス清算を利用して収益を得る計
画を作成しないように，余剰の場合 0円/kWh，不足の場合 100円/kWhとする。計算機は
CPU：Intel Xeon，メモリ：128GB，コア数：10の PCを用いる。最適化計算のソルバに
は Gurobi Optimizer8.0.1[24]を用いる*1。上界値と下界値の差が 1%以下になった場合に
最適化計算を打切る。

0 48 96 144 192 240 288 336
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10000

15000

20000

25000
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[M

W
h
/
h
]

図 2.3 需要のシナリオ

表 2.2 先渡取引の候補

Contracts Price Amount Contracts Price Amount

(base) [yen /kWh] [MWh/h] (peak) [yen /kWh] [MWh/h]

Base1 13.0 (PFW,BA
1 ) 500 (QFW,BA

1 ) Peak1 14.0 (PFW,PK
1 ) 500(QFW,PK

1 )

Base2 12.5 (PFW,BA
2 ) 1000 (QFW,BA

2 ) Peak2 13.5 (PFW,PK
2 ) 1000(QFW,PK

2 )

Base3 12.0 (PFW,BA
3 ) 1500 (QFW,BA

3 ) Peak3 13.0 (PFW,PK
3 ) 1500(QFW,PK

3 )

*1 混合整数二次計画問題に対応している数理計画ソルバには，Gutobi Optimizer の他に，CPLEX[25],
XPRESS[26], Numerical Optimizer[27]などがある。
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図 2.4 スポット市場の電力価格のシナリオ

2.4.3 計算結果
収益の期待値を最大化する手法による結果（ケース 1），VaRを最大化する手法におい
て信頼区間を 100%とした場合の結果（ケース 2），50%とした場合の結果（ケース 3），
5%とした場合の結果（ケース 4）の結果を比較する。ケース 2はロバスト最適化，ケー
ス 3 は中央値の最大化，ケース 4 は最大値の最大化（20 シナリオのため，5%VaR が全
シナリオの中での最大値となる）に相当する。各ケースにおける一週間の収益の期待値，
100%VaR（ロバスト最適化），50%VaR（中央値の最大化），5%VaR（最大値の最大化）を
表 2.3に示す。各ケースの目的関数値は太字で示している。各ケースにおける一週間の収
益の度数分布を図 2.5に示す。また，一週間におけるスポット市場への入札量の総和を図
2.6に，先渡取引の入札を表 2.4に示す。計算時間 (wall–clock time)を表 2.5に示す。
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表 2.3 収益

Case Evaluation Value[billion yen]

Expected profit 100%VaR 50%VaR 5%VaR

Case1 9.770 9.489 9.798 9.940

Case2 9.744 9.564 9.754 9.873

Case3 9.744 9.472 9.805 9.893

Case4 9.584 9.164 9.579 10.092
Objective function value of each case is indicated in boldface.

表 2.4 先渡取引の入札

Case Forward contract Forward contract

(Base) (Peak)

Case1(max. expected value) Base1(500MWh/h) Peak1(500MWh/h)

Case2(max.100%VaR, α=100) Base1(500MWh/h) Peak2(1000MWh/h)

Case3(max.50%VaR, α=50) Base1(500MWh/h) Peak1(500MWh/h)

Case4(max.5%VaR, α=5) None Peak1(500MWh/h)

表 2.5 計算時間

Case Calculation time[s]

Case1(max. expected value) 51

Case2(max.100%VaR, α=100) 667

Case3(max.50%VaR, α=50) 24204

Case4(max.5%VaR, α=5) 7895

21



9.0 9.25 9.5 9.75 10.0 10.25

Weekly profit[billion yen]

0

5

10

15

F
re

q
u
e
n
c
y
[s

c
e
n
a
ri

o
s
]

Case1 (maximize expected value)

9.0 9.25 9.5 9.75 10.0 10.25

Weekly profit[billion yen]

0

5

10

15

F
re

q
u
e
n
c
y
[s

c
e
n
a
ri

o
s
]

Case2 (maximize 100%VaR)

9.0 9.25 9.5 9.75 10.0 10.25

Weekly profit[billion yen]

0

5

10

15

F
re

q
u
e
n
c
y
[s

c
e
n
a
ri

o
s
]

Case3 (maximize 50%VaR)

9.0 9.25 9.5 9.75 10.0 10.25

Weekly profit[billion yen]

0

5

10

15

F
re

q
u
e
n
c
y
[s

c
e
n
a
ri

o
s
]

Case4 (maximize 5%VaR)

図 2.5 収益のヒストグラム
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図 2.6 スポット市場への総入札量のヒストグラム
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2.4.4 考察
表 2.3に示すように，各評価値（期待値・100%VaR，50%VaR，5%VaR）が最も大きく
なるケースは，当該評価値を最大化する目的関数として設定したケースとなっていること
から，手法の有効性が確認できる。例えば，ケース 2の目的関数は収益の 100%VaRであ
り，その値は 95.64億円である。これは，ケース 1,3,4の収益の 100%VaR(それぞれ 94.89

億円，94.72億円，91.64億円)よりも大きい。
表 2.4 より，収益の信頼区間 α を大きくするに従い先渡商品の取引量が増加すること
が分かる。一方で，図 2.6よりスポット市場への入札量は減少する傾向にあることが分か
る。これは，信頼区間が大きい場合は，先渡商品を取引して予め収益を確定させておき，
電力価格が不確実であるスポット市場での取引を減らすことにより，収益の変動を抑制す
るためである。図 2.5に示す収益のヒストグラムを確認しても，信頼区間を小さくするに
従い，収益のばらつきが大きくなることが分かる。
表 2.5に示す通り，計算時間は従来手法（ケース 1）に比べて，提案手法（ケース 2,3,4）
の計算時間が長い。これは，(2.2)式で用いる大きな係数 M が，提案手法における数値計
算の負荷を高めていることが原因であると考える。また，提案手法（ケース 2,3,4）にお
いて，与える信頼区間 αによって計算時間が大きく異なる。これは，(2.3)式を満たす θs

の組み合わせが多くなるような信頼区間 α を与えると，計算時間が多くなるものと考え
る。提案手法では，VaRα を最大化するために (2.2)式で出来る限り多くの θs を 1にして
右辺を大きくしようとする一方で，(2.3) 式で θs の総和に上限を設けている。そのため，
(2.3)式は必ず等号が成立する。Case2（α = 100）の場合は，(2.3)式の等号が成立する θs

の組合せは，20個のうち全ての θs を 0とする 1通りである。また，Case3（α = 50）の
場合は，20個のうち 10個の θs を 1にする組合せであり，20C10 通り（184756通り）。同
様に，Case4（α = 5）の場合は 20C19 通り（20 通り）となる。表 2.5 に示す通り，この
組合せ数が多いほど計算時間が長くなるものと考える。今回用いた Gurobi Optimizerは，
一般的な汎用数理最適化ソルバと同様に分枝限定法をベースとするアルゴリズムを採用し
ており，探索不要な解領域を削除しながら離散変数の探索を行うものの，この組合せ数が
多いと解領域が広くなることから，計算時間が長くなるものと考える。
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2.5 結言
本章では，発電事業者の収益が減少するリスクに対して明示的にリスク選好を反映でき
る週間需給計画手法を提案した。VaR を最大化する週間需給計画問題を定式化し，収益
の期待値を最大化する週間需給計画と比較した。その結果，与えた信頼区間での VaRが
最大化される結果となり，手法が有効であることを確認した。また，信頼区間を大きくす
るに従って先渡商品の取引量が増加する一方で，スポット市場への入札量が減少し，収益
の変動を抑制する計画が得られた。明示的に与えた信頼区間に対して，運用者のリスク選
好を反映した計画が得られており，手法の有用性を確認できた。今回は比較的少数のシナ
リオを用いて数値シミュレーションを行った。シナリオ数を増やして計算するためには，
より強い定式化と効率的な解法の検討が必要であり，これは今後の課題である。混合整数
計画問題に対して，2つの定式化があるとき，連続緩和した問題の実行可能領域が小さく
なる方を，強い定式化と呼ぶ。連続緩和した最適化問題の目的関数の最適値が，元々の問
題の目的関数の最適値により近くなり，分枝限定法の探索が効率化されることが期待され
る。また，バックテスト [28]を実施し，今回評価に用いた 20シナリオが十分な数である
かを確認することも，今後の課題である。具体的には，提案手法で作成した計画通りに運
用を続けた場合を想定し，事後的に VaRを下回る収益となった回数を調べ，その回数が
信頼水準から想定される回数を大幅に上回っていないかを確認することが必要である。
なお，VaRは発電事業者にとって扱いやすい指標であるが，信頼区間外のテールリスク
を考慮しない点に留意が必要である [15]。本章で述べた週間需給計画であれば，稀頻度の
事象が発生しても大損害にはなりにくいと考えるが，月間需給計画や年間需給計画を策定
する場合は，大損害を想定して信頼区間外のテールリスクを確認しておく必要がある。ま
た，VaRは劣加法性を満たさない点にも留意が必要である [15]。例えば，本章で考慮する
「電力取引におけるリスク」とは別に，「燃料取引におけるリスク」などを VaRで評価し
ているとき，総合的なリスクをそれぞれの VaRの和で評価すると，過小評価となる場合
がある。総合的なリスクは別途確認しておく必要がある。
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記号一覧
インデックス
f1 先渡取引（週間型・24時間型）の入札候補
f2 先渡取引（週間型・昼間型）の入札候補
g 火力発電機
h 揚水発電機
k 上池ダム
s シナリオ
t 時刻
集合
FBA 先渡取引（週間型・24時間型）の入札候補の集合
FPK 先渡取引（週間型・昼間型）の入札候補の集合
G 火力発電機の集合
H 揚水発電機の集合
K 上池ダムの集合
Lk 上池ダム kに属する揚水発電機の集合
S シナリオの集合
T 時刻の集合。T = {1, 2, . . . , |T |}
T PK 昼間の時刻の集合。T PK = {t ∈ T | 17 ≤ t mod 48 ≤ 36}
パラメータ
FL
g 火力発電機 gの燃料費特性係数（一次の係数）

FC
g 火力発電機 gの燃料費特性係数（零次の係数）

FON
g 火力発電機 gの起動費

M 十分大きな定数
PFW,BA

f1
先渡取引（週間型・24時間型） f1 の入札価格

PFW,PK
f2

先渡取引（週間型・昼間型） f2 の入札価格
PSPOT

t,s 時刻 t，シナリオ sにおけるスポット市場の電力価格
PBL

t 時刻 tにおける相対契約の取引価格
QFW,BA

f1
先渡取引（週間型・24時間型） f1 の入札量

QFW,PK
f2

先渡取引（週間型・昼間型） f2 の入札量
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QBL
t,s 時刻 t，シナリオ sにおける相対契約の取引量

Rg 火力発電機 gの出力変化速度上限
T MUT
g 火力発電機 gの最小運転時間

T MDT
g 火力発電機 gの最小停止時間

Vk 上池ダム kの貯水量上限
Vk 上池ダム kの貯水量下限
Xg 火力発電機 gの出力上限
Xg 火力発電機 gの出力下限
X

PMP
h 揚水発電機 hの揚水電力上限

X
GEN
h 揚水発電機 hの発電電力上限
α 信頼区間
ξh 揚水発電機 hの揚水効率
変数
qSPOT

t 時刻 t，シナリオ sにおけるスポット市場への入札量
ug,t 時刻 tにおける火力発電機 gの状態
VaRα 信頼区間 αでの VaR，α%VaR

vk,t,s 時刻 t，シナリオ sにおける上池ダム kの貯水量
ωFW,BA

f1
先渡取引 f1 で入札するなら 1，入札しないなら 0となるバイナリ変数

ωFW,PK
f2

先渡取引 f2 で入札するなら 1，入札しないなら 0となるバイナリ変数
xg,t,s 時刻 t，シナリオ sにおける火力発電機 gの出力
xPMP

h,t,s 時刻 t，シナリオ sにおける揚水発電機 hの揚水電力
xGEN

h,t,s 時刻 t，シナリオ sにおける揚水発電機 hの発電電力
θs シナリオ sにおける収益が信頼区間 αでの VaRを上回るなら 0，下回るな

ら 1となるバイナリ変数
関数
f FUEL
g 火力発電機 gの燃料費特性

f ON
g 火力発電機 gの起動費
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第 3章

フローネットワークによる出力帯の
モデル化と需給調整市場を考慮した
週間需給計画

3.1 諸言
本章の内容は，2020年 4月時点での需給調整市場の制度検討状況を前提としたもので
ある。
これまで，発電事業者は自社が保有する発電設備を運転し，卸電力市場・相対契約によ
り電気（電力量である kWh）を取引することで収益を上げてきた。他方で，2021年 4月
に需給調整市場が創設される。需給調整市場では電力品質の維持に必要となる調整力を
取引することができる。調整力とは，発電設備，電力貯蔵設備，デマンドレスポンスなど
が持つ，電力需給を制御できる能力のことである。詳細は 3.2 節で述べるが，能力別に
商品が区分されており，創設と同時に三次調整力 2Oの取引が開始され，2022 年には三次
調整力 1O（Replacement Reserve, RR），2024年には二次調整力 2O（Frequency Restoration

Reserve, FRR）等の取引が開始する。発電事業者が収益を最大化するためには，電気の
kWh価値と調整力の ∆kW価値を最適に組み合せて売ることが重要になる。したがって，
卸電力市場と需給調整市場での取引計画を含んだ需給計画を作成する技術が，発電事業者
に求められる。
需給調整市場への入札に際しては，火力発電機の出力帯の考慮が重要となる。調整力を
落札した場合は，送配電事業者の指令に対して定められた時間以内に調整力を発動（発電
機の出力を調整）する必要があるが，出力帯を切替えている時間帯では調整力を発動でき
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ないためである。ここで，出力帯の切替えとは，火力発電機に燃料を供給するパイプのバ
ルブの開閉や補器（給水ポンプや微粉炭器）の運転切替えを意味しており，切替え中は出
力を一定時間保持しなければならない。
従来，出力帯は EDC（経済負荷配分制御）で決定していたが [1]，需給調整市場で最大

1週間前に調整力を取引するようになったことで，需給計画で出力帯を考慮することが重
要となってきた。kWh 価値と ∆kW 価値を組合せた発電事業者の取引計画に関する研究
はあるものの [2][3][4]，いずれも出力帯は考慮されておらず，調整力発動時に確実に出力
を調整できるとは限らないという課題がある。需給計画市場への入札にかかる制約を考慮
し出力帯を決定できる週間需給計画手法は，これまでに提案されていない。
そこで本章では，発電事業者の収益の最大化を目的に，出力帯を考慮した火力発電機の
運転計画と，卸電力市場と需給調整市場を考慮した取引計画を同時に作成できる，需給計
画作成手法を提案する [5]。需給計画には長期のものから順に年間，月間，週間，日間の
計画があるが，需給調整市場の入札は三次調整力 2Oを除いて週ごとに計画する必要がある
ことから，週間需給計画の作成手法を提案する。
週間需給計画で決定する発電機の起動停止状態については，起動停止状態の遷移に着目
し，各状態間の遷移を表すバイナリ変数を定義することにより，強い定式化を実現できる
手法 [6]が提案されている。文献 [6]の手法は，定義したバイナリ変数を用いて，状態遷
移についての流量保存則を課しており，各ブランチの流量が 1 か 0 であるフローネット
ワークとしてモデル化したものと解釈できる。本章では，フローネットワークを活用して
起動停止状態と出力帯をモデル化することを提案する。具体的には，起動停止状態の遷移
に関するネットワークと出力帯の遷移に関するネットワークの二重構造を構築することを
提案する。さらに，文献 [6]では陽な制約となっている最小運転時間制約，最小停止時間
制約を，発電機の運転状態の遷移に関するフローネットワークに組込むことにより，制約
式の数を削減する。加えて，数値シミュレーションにより，提案手法が発電事業者の収益
を最大化する計画を作成できることと，調整力の発動指令に確実に応じることができるよ
うに火力発電機の出力帯を計画できることを示し，提案手法の有用性を示す。
本章の構成は以下の通りである。3.2節で発電事業者の週間需給計画と複数価値取引の
概要について述べる。3.3節でフローネットワークを活用した出力帯と起動停止状態のモ
デル化を述べる。3.4 節で需給調整市場を考慮した週間需給計画問題の定式化を述べる。
3.5 節で数値シミュレーションを行い，提案手法の有用性を示す。3.6 節で本章のまとめ
を述べる。
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3.2 週間需給計画と複数価値取引の概要
電源が有する価値には，実際に発電された電気である kWh価値（電力量），短期間で需
給調整できる能力である ∆kW価値（調整力），発電することができる能力である kW価
値（容量），非化石電源で発電された電気に付随する環境価値である非化石価値がある。
発電事業者はこれらの価値を市場や相対契約で売ることによって収入を得る。図 3.1に示
すように，週間需給計画ではスポット市場，先渡市場（週間商品）での電力量の売り入札
量と，需給調整市場での調整力の売り入札量を計画する。それと同時に，小売電気事業
者との相対取引を含めて必要となる電力量および調整力を確保するように，発電機の運
転計画を作成する。需給調整市場では能力によって商品が区分されており，三次調整力 2O

（Replacement Reserve–for FIT, RR–FIT），三次調整力 1O（Replacement Reserve, RR），二次
調整力 2O（Frequency Restoration Reserve, FRR），二次調整力 1O（Synchronized Frequency

Restoration Reserve, S–FRR），一次調整力（Frequency Containment Reserve, FCR）の 5

種類に大別される。需給調整市場の各商品の要件 [7]を表 3.1に抜粋して示す。応動時間
は，送配電事業者に指令を受けてから指令通りの出力まで変化するのに要する時間を意味
する。継続時間は，供出可能量の範囲での指令値を継続して出力し続けることが可能な時
間を意味する。商品ブロック時間は，取引する時間単位（コマ）を意味する。なお，各種
類について供給区域の不足インバランスの発生に対応するための調整力である上げ調整力
と，余剰インバランスの発生に対応するための調整力である下げ調整力で商品がさらに区
分されるため，合計では 10商品が存在する。このうち，週間需給計画では三次調整力 1O，
二次調整力 2O，二次調整力 1O，一次調整力の売り入札量を計画する。
発電事業者の収入は，相対契約に基づく売電，スポット市場での売電，需給調整市場で
の調整力の販売，上げ調整力の発動量に応じた清算分から構成される。一方で支出は，発
電機の運転コスト（燃料費と起動費）および下げ調整力の発動量に応じた清算分から構成
される。収入と支出の差額が発電事業者の収益となり，需給計画ではこれを最大化する。
週間需給計画は一般に 30分を 1コマとして作成されることが多いが，本章では出力帯の
運用を考慮して 5分刻みで計画を作成する。決定変数はスポット市場・需給調整市場への
売り入札量と，発電機の出力・出力帯・起動停止状態である。なお，本章では需給調整市
場での取引について，需給バランス調整に活用する調整力である三次調整力 1Oと二次調整
力 2Oを考慮する。また，先渡市場の週間商品は現時点で取引量が非常に少ないため取り扱
わない。本章で考慮する取引を図 3.1に太字で示す。なお，本章では火力発電機の出力帯
の考慮に着目し，その他の発電機（揚水発電機など）については取り扱わない。
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表 3.1 需給調整市場の各商品の要件（2020年 4月時点）

FCR SFRR FRR

Response time Within 10 sec. Within 5 min. Within 5 min.

Duration 5 min. or more 30 min. or more 30 min. or more

Minimum bid 5MW or 1MW[7] 5MW 5MW

Merchandise block time Under consideration

RR RR–FIT

Response time within 15 min. within 45 min.

Duration 3 hour 3 hour

Minimum bid 5MW 5MW or 1MW[7]

Merchandise block time 3 hour 3 hour

図 3.1 発電事業者の電力取引の概要

3.3 フローネットワークを活用した出力帯と起動停止状態の
モデル化

起動停止状態からなる起動停止フローネットワークと，出力帯からなる出力帯フロー
ネットワークを作成し，2 つを関連付けることで二重構造のフローネットワークを構築
する。図 3.2 の ON-OFF Flow Network が起動停止フローネットワークを，Band Flow
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Networkが出力帯フローネットワークを表す。ブランチとノードについては以降で述べる
が，図中のブランチは，時刻 t3 のM帯と t5 の L帯を表すノード（node1，node2），およ
び時刻 t5 の運転と t6 の停止を表すノード（node3，node4）に関連するものに絞って記載
している。

ON

OFF

High band

Middle band

Low band

time 𝑡′ − 𝑇𝑔
MUT

=: 𝑡2

𝑡′ − 𝑇𝑔,M,L
TRANS − 1

=: 𝑡3

𝑡′ − 1
=: 𝑡4

𝑡′
=: 𝑡5

𝑡′+ 1
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𝑡′+ 𝑇𝑔
OFF + 𝑇𝑔

MDT

=: 𝑡8
⋯ ⋯ ⋯ ⋯

𝑡′ − 𝑇𝑔
ON − 𝑇𝑔

MUT

=: 𝑡1
⋯

⋯ ⋯

⋯ ⋯

⋯ ⋯

⋯

⋯ ⋯

⋯ ⋯ ⋯

⋯

⋯ ⋯

⋯

⋯ ⋯

⋯

⋯

⋯

⋯

⋯
⋯⋯

⋯

𝑒𝑔,𝑡1
OFF→ON

𝑒𝑔,𝑡4
ON→ON

𝑒𝑔,𝑡5
ON→ON

𝑒𝑔,𝑡5
ON→OFF

𝑒𝑔,𝑡3,M,L
TRANS

𝑒𝑔,𝑡5,L,M
TRANS𝑒𝑔,𝑡4,L,L

TRANS

𝑒𝑔,𝑡5,L,L
TRANS

⋯

⋯

⋯ ⋯

⋯ ⋯

𝑒
𝑔,𝑡5−𝑇𝑔

ON
OFF→ON

𝑒𝑔,𝑡3,M,M
TRANS𝑒𝑔,𝑡3−1,M,M

TRANS

𝑒
𝑔,𝑡3−𝑇𝑔 ,H ,M

𝑏𝑎𝑛𝑑 −1,H,M
TRANS

𝑒
𝑔,𝑡3−𝑇𝑔 ,H ,M
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⋯𝑒𝑔,𝑡8
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𝑒𝑔,𝑡8
OFF→OFF

node1

node2

node3

node4

On-OFF Flow Network

Band Flow Network

図 3.2 起動停止と出力帯のフローネットワーク

起動停止フローネットワークでは，時刻毎に ONと OFFの状態をノード（図 3.2中の
丸印）として定義する。ここで，ONは最小運転時間以上運転した後の起動状態，OFFは
最小停止時間以上停止した後の停止状態を表す。また，状態遷移を表すブランチ（図中の
矢印）を定義する。ONから ON，OFFから OFFに向かうブランチは，時刻が隣接する
ノード間に作成する。OFFから ONに向かうブランチは，起動に要する時間 T ON

g に最小
運転時間 T MUT

g を加えた時刻分先のノードに向かって作成する。ONから OFFに向かう
ブランチは，停止に要する時間 T OFF

g に最小停止時間 T MDT
g を加えた時刻分先のノードに

向かって作成する。起動状態ではあるが最小運転時間分継続して運転していないときの起
動状態はノードとしては存在せず，フローネットワーク上では遷移中，つまりアークとし
て表現される（停止についても同様である）。これにより，最小運転時間と最小停止時間
を守る状態遷移が表現される。各ブランチに，ノード間の遷移があるなら 1，そうでなけ
れば 0となるバイナリ変数を対応付け，各ノードで入力と出力が等しくなる制約（流量保
存則）を課すことで，起動停止の遷移が定式化される。何コマ前に状態遷移を開始したか
を考えることで，起動停止パターン中の出力を定式化できる。
次に，出力帯フローネットワークを作成する。出力帯の状態をノード，遷移をブランチ
として定義し，各ブランチに対応するバイナリ変数を定義する。本章では出力帯として H

帯（高出力帯），M帯（中出力帯），L帯（低出力帯）の 3つを考える。M帯からM帯に
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向かうブランチなど，出力帯の維持を表すブランチは，時刻が隣接するノード間に作成す
る。また，M帯から L帯に向かうブランチなど，出力帯の切替えを表すブランチは，出
力帯切替えに要する時間分先のノードに向かって作成する。これにより，出力帯切替えに
かかる出力保持の制約を守る状態遷移が表現される。例えば，発電機 gが時刻 t3 で node1

（M帯）であるときに，L帯へ遷移するには遷移時間 T TRANS
g,M,L を要する。したがって，L帯

への遷移を表すブランチ（eTRANS
g,t3,M,L

）の終点は，遷移完了後の時刻である t5 の L帯を表す
ノード（node2）となる。各ノードで入力と出力が等しくなる制約（流量保存則）を課す
ことで，出力帯の遷移が定式化される。また，何コマ前に状態遷移を開始したかを考える
ことで，出力帯遷移中の出力保持を定式化できる。
そして，起動直後と停止直前は L 帯であると想定した上で，2 つのフローネットワー
クを関連付ける。発電機が起動パターンを終えると出力帯の変更が可能となることから，
OFFから ONに向かうブランチを，その起点となる時刻から起動パターン経過後の L帯
のノードへの流入とする。図 3.2に示す例で説明すると，時刻 t1 の OFFノードから時刻
t5 の ONノードに向かうブランチ eOFF−>ON

g,t1 を，時刻 t2 の L帯のノードへの流入とする。
一方，発電機の停止に関しては，ONから OFFに向かうブランチを，その起点となる時刻
の L帯のノードからの流出とする。以上により，最小運転時間・最小停止時間・出力帯切
替えにかかる出力保持の制約を守る状態遷移が表現できる。
このように 2 つのフローネットワークを結合することで，ノード数を削減することが
できる。仮に起動停止状態と出力帯を同一のフローネットワークで表現する場合，最小運
転時間を考慮するために，起動から何コマ経過したかで出力帯を区別する方法が考えられ
る。この場合，例えばある発電機の最小運転時間が 8時間（5分刻みで 96コマ）である
とき，当該発電機の運転状態を表すノードは 1コマあたり 288個 (出力帯 3つ ×96コマ）
必要となる。一方で，提案するフローネットワークの作成方法では，発電機 1台の運転状
態を表すノードは 1コマあたり 4個（出力帯 3つと ONのノード）となる。計画期間で
ある 1週間（5分刻みで 2016コマ）で換算すると，発電機 1台当たりのノードを 50万個
以上削減できる。

3.4 需給調整市場を考慮した週間需給計画問題の定式化
本章で扱う週間需給計画問題は，発電事業者の収益 hALLを最大化する問題として，(3.1)

～(3.30)式のように定式化できる。式中で用いる記号の定義は文中で説明するが，章末に
種類別・アルファベット順でまとめて示す。なお，市場に関する記号は便宜的に 5分刻み
で定義する。具体的には，パラメータであるスポット市場の電力価格等は商品ブロック時
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間毎に同値展開して設定し，決定変数であるスポット市場への入札量等は商品ブロック時
間内で同値となるように制約を課すことで，5分刻みで定式化する。起動停止や出力帯の
遷移を表す記号 e∗−>∗g,t と eTRANS

g,t,b1,b2 に関して，t < T の場合はゼロとする。以降の定式化では，
相対取引の取引量，スポット市場への入札量は，電力量ではなく平均電力として扱う。

max hALL (3.1)

s.t. hALL = hBL + hSPOT + h∆kW + hkWh,UP − hkWh,DN − hGEN (3.2)

hBL =
∑
t∈T

PBLQBL
t (3.3)

hSPOT =
∑
t∈T

PSPOT
t qSPOT

t (3.4)

h∆kW =
∑

j∈J,g∈G,t∈T
P∆kW

j,t qEPRX
j,g,t (3.5)

hkWh,UP =
∑

j∈JUP,g∈G,t∈T
µ j,t

(
PkWh

j,t − FL
g

)
qEPRX

j,g,t (3.6)

hkWh,DN =
∑

j∈JDN,g∈G,t∈T
µ j,t

(
PkWh

j,t − FL
g

)
qEPRX

j,g,t (3.7)

hGEN =
∑
g∈G,t∈T

FON
g eOFF−>ON

g,t +
∑
g∈G,t∈T

FL
g xg,t

+
∑

g∈G,t∈T,b1∈B,b2∈B

FC
g

(
T TRANS
g,b1,b2

+ 1
)

eTRANS
g,t,b1,b2

(3.8)

(3.1) 式の hALL は発電事業者の収益であり，(3.2) 式はその内訳を表す。hBL は相対取引
での売電による収入であり，(3.3)式のように表される。T は計画期間内の 5分刻みの時
刻の集合，PBL は相対取引の電力価格，QBL

t は時刻 t における相対取引の取引量である。
hSPOT はスポット市場での売電による収入であり，(3.4)式のように表される。PSPOT

t は時
刻 t におけるスポット市場の電力価格，qSPOT

t は時刻 t におけるスポット市場への入札量
である。h∆kW は需給調整市場での調整力の販売により得る ∆kW 分の収入であり，(3.5)

式のように表される。J は需給調整市場の商品の集合，G は全火力発電機の集合，P∆kW
j,t

は時刻 t における需給調整市場の商品 jの ∆kW価格，qEPRX
j,g,t は時刻 t において火力発電

機 gを用いて需給調整市場の商品 jに入札する量である。hkWh,UP は上げ調整力の発動に
応じた kWh分の収入であり，調整力の発動に伴う燃料費の増加分を含めて，(3.6)式のよ
うに表される。調整力の発動に伴う燃料費の増加分を含めて定式化する。JUP は上げ調整
力の商品の集合，µ j,t は時刻 t における需給調整市場の商品 jの発動割合，PkWh

j,t は時刻 t

における需給調整市場の商品 jの kWh価格，FL
g は火力発電機 gの一次の燃料費特性係数

である。同様に，hkWh,DN は下げ調整力の発動に応じた kWh分の支出であり，(3.7)式の
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ように表される。JDN は下げ調整力の商品の集合である。hGEN は火力発電機の運転費用
であり，(3.8)式のように表される。第 1項が起動費，第 2項が燃料費の一次項，第 3項
が燃料費の定数項を表す。火力発電機の燃料費は出力の二次式として近似されることが多
いが，二次の係数は小さいとして，一次式としてモデル化して計算の高速化を図る。FON

g

は火力発電機 gの起動費，eOFF−>ON
g,t は火力発電機 gが時刻 t で起動し始めるなら 1そう

でないなら 0となるバイナリ変数，xg,t は時刻 t における火力発電機 gの出力である。B

は出力帯の集合であり，B = {H,M, L}である。FC
g は火力発電機 gの零次の燃料費特性係

数（無負荷損）である。T TRANS
g,b1,b2

は火力発電機 gを出力帯 b1 から b2 へ切替える際に，出
力を保持する必要がある時間（5分刻みのコマ数）である。なお，便宜的に b1 = b2 のと
き T TRANS

g,b1,b2
= 0とする。eTRANS

g,t,b1,b2
は出力帯の遷移を表すバイナリ変数であり，b1 , b2 の場

合は，火力発電機 gが時刻 tで出力帯 b1 から b2 への遷移を開始するなら 1，そうでない
なら 0となるバイナリ変数である。b1 = b2 の場合は，火力発電機 gが，時刻 t で出力帯
b1 であり，時刻 t + 1で出力帯 b1 を維持するなら 1，そうでないなら 0となるバイナリ変
数である。なお，燃料費の定数項を表す第 3項は，出力帯の遷移を表すブランチごとに定
数項を加算する式としており，当該ブランチで遷移する際に，出力帯遷移時間と定数項の
積を加算する式となっている。

5∑
τ=0

∑
g∈G

xg,t−τ =
5∑
τ=0

(
QBL

t−τ + qSPOT
t−τ

)
,∀t ∈ {

t′ ∈ T | t′ mod 6 = 0
}

(3.9)

(3.9)式は 30分コマ単位の需給バランス制約である。発電事業者は 30分単位で計画値同
時同量を達成すればよいため，5分単位での制約とはせず，6コマ毎でまとめて需給バラ
ンス制約を課す。

eON−>ON
g,t−1 + eOFF−>ON

g,t−T MUT
g −T ON

g
= eON−>ON
g,t + eON−>OFF

g,t ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.10)

eOFF−>OFF
g,t−1 + eON−>OFF

g,t−T MDT
g −T OFF

g
= eOFF−>OFF
g,t + eOFF−>ON

g,t ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.11)

(3.10)，(3.11)式は起動停止の遷移に関する制約であり，フローネットワークにおける流
量保存則である。eON−>ON

g,t は火力発電機 g が時刻 t で運転し続けるなら 1 そうでないな
ら 0となるバイナリ変数，eON−>OFF

g,t は火力発電機 gが時刻 t で停止し始めるなら 1そう
でないなら 0となるバイナリ変数，eOFF−>OFF

g,t は火力発電機 gが時刻 t で停止し続けるな
ら 1そうでないなら 0となるバイナリ変数，eOFF−>ON

g,t は火力発電機 gが時刻 t で起動し
始めるなら 1そうでないなら 0となるバイナリ変数，T MDT

g は火力発電機 gの最小停止時
間，T MUT

g は火力発電機 gの最小運転時間である。図 3.2を用いて制約式の一例を説明す
ると，t = t5 における (3.10)式が node3での流量保存則に対応する。また，t = t8 におけ
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る (3.11)式が node4での流量保存則に対応する。

δb1,L eOFF−>ON
g,t−T ON

g
+

∑
b2∈B

eTRANS
g,t−T TRANS

g,b1 ,b2
−1,b2,b1

= δb1,LeON−>OFF
g,t +

∑
b2∈B

eTRANS
g,t,b1,b2

,

∀g ∈ G,∀t ∈ T,∀b1 ∈ B (3.12)

(3.12) 式は出力帯の遷移に関する流量保存則である。δb1,b2 は b1 = b2 なら 1 そうでない
なら 0を表す記号，T ON

g は火力発電機 gが起動に要する時間である。図 3.2を用いて制約
式の一例を説明すると，t = t5 での L帯における制約式が node2での流量保存則に対応す
る。また，t = t3 でのM帯における制約式が node1での流量保存則に対応する。

eTRANS
g,t,L,H = 0, eTRANS

g,t,H,L = 0,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.13)

(3.13)式は，L帯と H帯の間で直接遷移しないことを課す。

xg,t + rUP
g,t =

∑
b∈B

Xg,beTRANS
g,t,b,b +

∑
(b1,b2)∈BUP

T TRANS
g,b1 ,b2∑
τ=0

Xg,b1 eTRANS
g,t−τ,b1,b2

+
∑

(b1,b2)∈BDN

T TRANS
g,b1 ,b2∑
τ=0

Xg,b1
eTRANS
g,t−τ,b1,b2

+

T OFF
g∑
τ=1

XOFF
g,τ eON−>OFF

g,t−τ

+

T ON
g∑
τ=1

XON
g,τ eOFF−>ON

g,t−τ + Xg,LeON−>OFF
g,t ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.14)

xg,t − rDN
g,t =

∑
b∈B

Xg,beTRANS
g,t,b,b +

∑
(b1,b2)∈BUP

T TRANS
g,b1 ,b2∑
τ=0

Xg,b1 eTRANS
g,t−τ,b1,b2

+
∑

(b1,b2)∈BDN

T TRANS
g,b1 ,b2∑
τ=0

Xg,b1
eTRANS
g,t−τ,b1,b2

+

T OFF
g∑
τ=1

XOFF
g,τ eON−>OFF

g,t−τ

+

T ON
g∑
τ=1

XON
g,τ eOFF−>ON

g,t−τ + Xg,LeON−>OFF
g,t ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.15)

(3.14)式は発電機の出力上限制約であると同時に，出力帯内での予備力を計算する式であ
る。右辺が出力上限を表しており，右辺第 1項～第 3項が運転継続中の出力上限，第 4項
以降が起動停止パターン中およびその直前・直後の出力上限を表す。rUP

g,t は時刻 t におけ
る火力発電機 gの出力帯内での予備力，Xg,b は火力発電機 gの出力帯 bの出力上限，Xg,b
は火力発電機 gの出力帯 bの出力下限，T OFF

g は火力発電機 gが停止に要する時間，XOFF
g,τ

は火力発電機 gが停止を開始してから τコマ目の出力（停止パターン時の出力），T ON
g は
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火力発電機 gが起動に要する時間，XON
g,τ は火力発電機 gが起動を開始してから τコマ目

の出力（起動パターン時の出力）である。便宜上，XOFF
g,T OFF
g +1

= 0，XON
g,0 = 0とする。また，

BUP = {(L,M), (M,H)}は上げ方向の出力帯遷移の集合，BDN = {(M,L), (H,M)}は下げ方向
の出力帯遷移の集合である。同様に (3.15)式は発電機の出力下限制約であると同時に，出
力帯内での下げ代を計算する式である。rDN

g,t は時刻 tにおける火力発電機 gの出力帯内で
の下げ代である。なお，出力帯の範囲は連続的に繋がっており，Xg,L = Xg,M, Xg,M = Xg,H
である。

xg,t − xg,t−1

5
≤

∑
b∈B

Rg,beTRANS
g,t−1,b,b +

∑
(b1,b2)∈BUP∪BDN

Rg,b1 eTRANS
g,t−1,b1,b2

+
∑

(b1,b2)∈BUP∪BDN

Rg,b2 eTRANS
g,t−T TRANS

g,b1 ,b2
−1,b1,b2

+ Rg,L(eON−>OFF
g,t−1 + eOFF−>ON

g,t−T MUT
g −T ON

g
)

+ M1


T ON
g +1∑
τ=1

eOFF−>ON
g,t−τ +

T OFF
g +1∑
τ=1

eON−>OFF
g,t−τ

 ,∀g ∈ G,∀t ∈ T \ {1} (3.16)

xg,t − xg,t−1

5
≥

∑
b∈B

Rg,b1
eTRANS
g,t−1,b,b +

∑
(b1,b2)∈BUP∪BDN

Rg,b1
eTRANS
g,t−1,b1,b2

+
∑

(b1,b2)∈BUP∪BDN

Rg,b2
eTRANS
g,t−T TRANS

g,b1 ,b2
−1,b1,b2

+ Rg,L(eON−>OFF
g,t−1 + eOFF−>ON

g,t−T MUT
g −T ON

g
)

− M1


T ON
g +1∑
τ=1

eOFF−>ON
g,t−τ +

T OFF
g +1∑
τ=1

eON−>OFF
g,t−τ

 ,∀g ∈ G,∀t ∈ T \ {1} (3.17)

(3.16)式は上げ方向の変化速度制約である。左辺は 5分コマ単位での出力の変化量を 1分
単位に換算する式である。右辺は変化速度上限であり，右辺第 1 項～第 4 項が運転中の
変化速度上限を表す。第 5項は，起動停止パターンに従い運転する時間帯において，変化
速度制約を無効化（十分大きな上限）にするための項である。Rg,b は火力発電機 gの出力
帯 bでの 1分当たりの出力変化速度の上限，M1 は十分大きな数である。同様に (3.17)式
は，下げ方向の変化速度制約である。Rg,b は火力発電機 gの出力帯 bでの 1分当たりの出
力変化速度の下限である。

QEPRX
j
ωEPRX

j,g,t ≤ qEPRX
j,g,t ≤ M2ω

EPRX
j,g,t ,∀ j ∈ J,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.18)

(3.18)式は需給調整市場の最低入札量の制約である。QEPRX
j

は需給調整市場の商品 jの最
低入札量，M2 は十分大きな数，ωEPRX

j,g,t は時刻 t において火力発電機 gを用いて需給調整
市場の商品 j に入札するなら 1 そうでないなら 0 となるバイナリ変数である。なお，ス
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ポット市場の最低入札量は 0.5MWと小さいため本章では考慮しない。∑
j∈JUP

qEPRX
j,g,t ≤ rUP

g,t ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.19)

∑
j∈JDN

qEPRX
j,g,t ≤ rDN

g,t ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.20)

(3.19) 式は上げ調整力の入札量を出力帯内での予備力以下とする制約である。同様に
(3.20)式は下げ調整力の入札量の上限に関する制約である。

∑
j∈JUP

qEPRX
j,g,t

T EPRX,RES
j

≤
∑
b∈B

Rg,beTRANS
g,t,b,b ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.21)

(3.21)式は需給調整市場の応動時間の制約を，変化速度に換算して考慮する式である。入
札量÷応動時間の分だけ 1分あたりの変化速度が必要になるとみなした上で，その必要量
が出力帯に応じた変化速度上限以下となることを課す。T EPRX,RES

j は需給調整市場の商品
jの応動時間である。

xg,t − xg,t−T EPRX,RES
RRUP

≤
∑
b∈B

T EPRX,RES
RRUP Rg,beTRANS

g,t,b,b − qEPRX
RRUP,g,t + M3(1 − ωEPRX

RRUP,g,t),

∀g ∈ G,∀t ∈ T \
{
1, 2, . . . , T EPRX,RES

RRUP

}
(3.22)

(3.22)式は出力を上昇させている時間帯で三次調整力 1O（上げ）に入札することを想定し
た式であり，入札量に応じた変化速度の必要量が上げ方向の変化速度の余裕分以下とな
ることを課す。第 3項は調整力を入札しないときに本制約を無効化するための項であり，
M3 は十分大きな数である。

xg,t − xg,t−T EPRX,RES
FRRUP

≤
∑
b∈B

T EPRX,RES
FRRUP Rg,beTRANS

g,t,b,b − qEPRX
FRRUP,g,t − qEPRX

RRUP,g,t

T EPRX,RES
FRRUP

T EPRX,RES
RRUP

+ M3(1 − ωEPRX
FRRUP,g,t),∀g ∈ G,∀t ∈ T \

{
1, 2, . . . , T EPRX,RES

FRRUP

}
(3.23)

(3.23) 式は出力を上昇させている時間帯で三次調整力 1O（上げ）と二次調整力 2O（上げ）
が同時に発動することを考慮した上で，入札量に応じた変化速度の必要量が上げ方向の変
化速度の余力以下となることを課す制約である。
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∑
j∈JDN

qEPRX
j,g,t

T EPRX,RES
j

≤ −
∑
b∈B

Rg,beTRANS
g,t,b,b ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (3.24)

xg,t − xg,t−T EPRX,RES
RRDN

≥
∑
b∈B

T EPRX,RES
RRDN Rg,beTRANS

g,t,b,b + qEPRX
RRDN,g,t − M3(1 − ωEPRX

RRDN,g,t),

∀g ∈ G,∀t ∈ T \ {0, 1, . . . , T EPRX,RES
RRDN − 1} (3.25)

xg,t − xg,t−T EPRX,RES
FRRDN

≥
∑
b∈B

T EPRX,RES
FRRDN Rg,beTRANS

g,t,b,b + qEPRX
FRRDN,g,t + qEPRX

RRDN,g,t

T EPRX,RES
FRRDN

T EPRX,RES
RRDN

− M3(1 − ωEPRX
FRRDN,g,t),∀g ∈ G,∀t ∈ T \

{
0, 1, . . . , T EPRX,RES

FRRDN

}
(3.26)

(3.24)～(3.26)式は，(3.21)～(3.23)式と同様に下げ調整力の応動時間を変化速度に換算し
て考慮する式である。∑

b∈B

eTRANS
g,t−τ,b,b ≥ ωEPRX

j,g,t ,∀ j ∈ J,∀g ∈ G,∀t ∈ T,∀τ ∈
{
1, 2, . . . T EPRX,RES

j

}
(3.27)

(3.27) 式は調整力を供出する時間帯に先行して発動指令を受ける状況を想定した式であ
り，供出義務が生じる時刻の直前 T EPRX,RES

j コマ（応動時間）は，出力帯の変更を禁止す
る制約である。需給調整市場のリクワイアメントにおいては出力帯の変更は禁じられて
いないが，実運用上は調整力の発動を見込んで出力帯は変更しないと想定する。例えば，
0:30-1:00の二次調整力 2Oを入札する場合，発動指令を 5分前から受ける可能性があるた
め，0:25–0:30での出力帯の遷移を禁止する。

qSPOT
t = qSPOT

t+1 ,∀t ∈
{
t′ ∈ T | t′ mod T SPOT,BID , 0

}
(3.28)

qEPRX
j,g,t = qEPRX

j,g,t+1,∀ j ∈ J,∀g ∈ G,∀t ∈
{
t′ ∈ T | t′ mod T EPRX,BID

j , 0
}

(3.29)

ωEPRX
j,g,t = ω

EPRX
j,g,t+1,∀ j ∈ J,∀g ∈ G,∀t ∈

{
t′ ∈ T | t′ mod T EPRX,BID

j , 0
}

(3.30)

(3.28)～(3.30)式は，各市場での取引に関する変数について，入札単位で等しい値となる
ことを課す制約である。T SPOT,BID はスポット市場の商品ブロック時間，T EPRX,BID

j は需給
調整市場の商品 jの商品ブロック時間である。

3.5 数値シミュレーション
3.5.1 計算条件
火力発電機 3 台を対象に週間需給計画を作成する。火力発電機 3 台の内訳は，代表的
な燃料である石炭，LNG，石油の 3種を考慮し，石炭火力機 1台，LNG火力機 1台，石

41



油火力機 1台とする。発電機の特性は標準モデル [8]を参考に与える。相対取引の売電量
は全時刻で 400MWとし，スポット市場の電力価格は日本卸電力取引所での取引実績 [9]

を参考に図 3.3の通りに与える。三次調整力 1O，二次調整力 2Oの価格データは，日本のス
ポット市場の電力価格 [9]に，ドイツの需給調整市場の価格 [10]とスポット市場の電力価
格 [11]の比率を乗じた値とし，図 3.4，図 3.5の通りとする*1。調整力の発動率は，ドイツ
の市場での実績をもとに表 3.2の通りとする。需給調整市場の商品ブロック時間，応動時
間，最低入札量は表 3.1に記載したように，電力広域的運営推進機関の定めた要件 [7]を
設定する。なお，二次調整力 2Oの商品ブロック時間は 30分とする。計算機は CPU：Intel

Xeon，メモリ：128GB，コア数：10 の PC を用いる。最適化計算のソルバには Gurobi

Optimizer9.1.1[12]を用いる*2。20分計算しても最適解が得られなかった場合，最適化計
算を打切る。
需給調整市場への入札を考慮することで収益が改善されることと，出力帯の計画を適切
に作成できていることを示すことで，提案手法の有用性を示す。

   day 1    day 2    day 3    day 4    day 5    day 6    day 7
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図 3.3 スポット市場の電力価格

*1 研究当時（2020年 4月）は，日本の需給調整市場が未開場であり，調整力の価格データが存在しなかっ
たため，日本が制度設計の参考としていた欧州型の市場の一例として，ドイツのデータを利用した

*2 混合整数計画問題に対応している数理計画ソルバには，他に CPLEX[13]，XPRESS[14]，Numerical
Optimizer[15]などがある。
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図 3.4 需給調整市場の ∆kW価格
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図 3.5 需給調整市場の kWh価格

表 3.2 調整力の発動率

RR(up) RR(down) FRR(up) FRR(down)

0.0% 0.0% 69.2% 8.8%
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3.5.2 計算結果と考察
3.5.2.1 概要
本節では，提案手法（Proposal plan）により作成した「需給調整市場への入札を考慮
する場合の計画」を，「需給調整市場への入札を考慮しない場合の計画」と比較し，次の
5 つの項目について考察する。なお，後者の計画を作成する手法を，以降では従来手法
（Conventional plan）と呼ぶこととする。

(1) 最適化の効果と最適性
(2) 出力帯の考慮
(3) 需給調整市場への入札
(4) スポット市場への入札
(5) 発電機の運転計画

3.5.2.2 最適化の効果と最適性
収益，計算時間および計算終了時の上界と下界の相対誤差を表 3.3に示す。需給調整市
場を考慮することで収益が 4.19% 向上する結果を得た。上界と下界の相対誤差が 1% 程
度となっており，20 分間の計算では解が最適であるという保証は得られなかった*3。し
かしながら，従来手法では相対誤差が 1.48%であることより，収益は大きくても 1179.5

百万円であることから，提案手法により少なくとも収益が 31.5百万円改善すると言える。
したがって，提案手法の効果がある。相対誤差の改善を難しくしている大きな要因は，5

分刻みで変数を定義したため約 6.7万個の離散変数を有する大規模な問題となっているこ
とと，需給調整市場での取引量に関する定式化が非凸であることと思われる。例えば上げ
調整力の入札可能量は，運転中の出力帯の上限から出力を引いたものとし出力帯内での予
備力が上限となり，図 3.6に示すように直角三角形が並んだような非凸な解空間を形成す
る。下げ調整力についても同様である。

3.5.2.3 出力帯の考慮
各火力発電機の状態と需給調整市場への入札量を図 3.7に示す。上段が石炭火力機，中
段が LNG火力機，下段が石油火力機のグラフである。左軸の上側が上げ調整力の入札量，

*3 5日間計算しても，相対誤差は 1%程度のままであり，改善はごく僅かであった。
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表 3.3 収益，計算時間，上界と下界の相対誤差

Profit [106yen] Calculation time [min] Optimality gap[%]

Proposed method 1211.0 (+4.19%) 20.0 1.06

Conventional method 1162.3 20.0 1.48

図 3.6 上げ調整力の入札可能量

下側が下げ調整力の入札量である。入札量は積上げ棒グラフとして示す。右軸の上側が各
状態（停止，L帯で運転，M帯で運転，H帯で運転）であり，各火力発電機の状態を折れ
線グラフとして示す。各状態の間にいるときは，遷移中（起動・停止パターン中もしくは
出力帯切替え中）であることを示す。LNG火力機および石油火力機のグラフからわかる
ように，需給調整市場へ入札する際は出力帯を切替えない計画が得られた。したがって，
送配電事業者からの調整力の発動指令に確実に応じることができるように，火力発電機の
出力帯を考慮した週間需給計画が作成できていると言える。
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図 3.7 火力発電機の状態と需給調整市場への入札量
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3.5.2.4 需給調整市場への入札
提案手法による需給調整市場の取引計画を図 3.8に示す。上側に上げ調整力の入札量を
積上げ棒グラフとして示し，下側に下げ調整力の入札量を積上げ棒グラフとして示す。全
時間帯で二次調整力 2O（上げ）に入札することに加え，夜～早朝の時間帯では三次調整力
1O（上げ）に入札する傾向にあることがわかる。この時間帯では，スポット市場および需
給調整市場の kWh 価格の価格差が少なくなり kWh 分の収入が減るため，燃料費の高い
LNG発電機は ∆kW分の収入に期待し，∆kW価格の高い三次調整力 1O（上げ）に入札す
る（図 3.7）。下げ調整力の入札量は，スポット市場への入札量が多い時間帯で多い。これ
は，スポット市場に入札するため発電機の出力を大きくする時間帯で，自然と下げ方向
の調整力が確保できるためである。また，二次調整力 2O（下げ）には入札せず，三次調整
力 1O（下げ）のみに入札する。これは，下げ調整力の発動に応じて支出が生じるためであ
り，これを避けるために発動量を 0%と設定した三次調整力 1O（下げ）に入札する結果と
なった。
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図 3.8 需給調整市場の取引計画
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3.5.2.5 スポット市場への入札
スポット市場の取引計画を図 3.9に示す。提案手法による計画の方が，取引量が少ない
傾向にあることがわかる。これは，スポット市場の電力価格より二次調整力 2Oの kWh価
格が高く，発動率が 69.2%あるため，調整力の発動による収入（kWh分の収入）に期待
できるためである。調整力の確保による収入（∆kW分の収入）も加わるため，二次調整
力 2Oの取引がスポット市場での売電よりも経済的になる。図 3.8で示したように，全時間
帯で二次調整力 2O（上げ）に入札する。
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図 3.9 スポット市場の取引計画
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3.5.2.6 発電機の運転計画
発電機の運転計画を図 3.10に示す。上側が提案手法，下側が従来手法による計画であ
る。必要な発電量（相対取引の量とスポット市場での取引量）を積上げ折れ線で示し，各
発電機の発電量を積上げ面で示す。いずれの計画もスポット市場の電力価格が高い昼間に
発電機の運転台数を増やす妥当な結果が得られた。なお，提案手法による計画において，
5日目の深夜（図中の矢印の箇所）で発電量が不足しているように見えるが，これは 5分
毎の出力を示しているためであり，30分単位での電力量は充足しており，発電事業者に
課せられている 30分単位での計画値同時同量を充足する結果となっている。また，需給
調整市場を考慮する場合と考慮しない場合の発電量の差を図 3.11に示す。発電量の差は，
3.5.2.4節および 3.5.2.5節で考察した，需給調整市場への入札及びスポット市場への入札
に起因するものである。

Balanced in 30min.

図 3.10 発電機の運転計画
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図 3.11 発電量の差

3.6 結言
本章では，発電事業者の収益の最大化を目的に，出力帯を考慮した火力発電機の運転計
画と，スポット市場と需給調整市場（三次調整力 1O，二次調整力 2O）の取引計画を同時に
作成できる，週間需給計画作成手法を提案した。数値シミュレーションにより，提案手法
が発電事業者の収益を 4.19%向上することと，調整力の発動指令に確実に応じることがで
きるように火力発電機の出力帯を計画できることを示し，提案手法の有用性を示した。今
後の課題は，発電機数十台の計画を実用的な時間で作成できるように，ヒューリスティッ
クな最適化手法を構築するなどして計算を高速化することである。また，揚水発電機，再
生可能エネルギー電源等，他の発電機を考慮する必要もある。
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記号一覧
b, b1, b2 出力帯
g 火力発電機
j 需給調整市場の商品
t 時刻。t ∈ T。T は計画期間内の 5分刻みの時刻の集合
τ 時間。τ ∈ N
集合
B 出力帯の集合。B = {H,M, L}。Hが H帯，Lが L帯，MがM帯を表す
BUP 上げ方向の出力帯遷移の集合。BUP = {(L,M), (M,H)}
BDN 下げ方向の出力帯遷移の集合。BDN = {(M,L), (H,M)}
G 火力発電機の集合
J 需給調整市場の商品の集合。 j ∈ J。J = JUP ∪ JDN。

JUP = {RRUP（三次調整力 1O上げ）,FRRUP（二次調整力 2O上げ）},
JDN = {RRDN（三次調整力 1O下げ),FRRDN（二次調整力 2O下げ）}

T 時刻の集合。T (= {1, 2, . . . , })。計画期間の最終時刻は |T |。
変数
eON−>ON
g,t 火力発電機 gが時刻 t で起動し続けるとき 1，それ以外は 0となるバイナ

リ変数
eOFF−>OFF
g,t 火力発電機 gが時刻 t で停止し続けるとき 1，それ以外は 0となるバイナ

リ変数
eOFF−>ON
g,t 火力発電機 gが時刻 t で起動し始めるとき 1，それ以外は 0となるバイナ

リ変数
eON−>OFF
g,t 火力発電機 gが時刻 t で停止し始めるとき 1，それ以外は 0となるバイナ

リ変数
eTRANS
g,t,b1,b2

b1 , b2 の場合：火力発電機 gが，時刻 tで出力帯 b1 から出力帯 b2 への遷
移を開始するなら 1，そうでないなら 0となるバイナリ変数
b1 = b2 の場合：火力発電機 gが，時刻 tで出力帯 b1 であり，時刻 t + 1で
出力帯 b1 を維持するなら 1，そうでないなら 0となるバイナリ変数

qEPRX
j,g,t 時刻 t において，火力発電機 gを用いて需給調整市場の商品 jに入札する

量
qSPOT

t 時刻 tにおけるスポット市場への入札量
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hALL 発電事業者の収益
hBL 相対取引での売電による収入
hSPOT スポット市場での売電による収入
h∆kW 需給調整市場での取引で得る収入。発動した電力量の精算分を含む
hkWh,UP 上げ調整力の発動に伴う収入
hkWh,DN 下げ調整力の発動に伴う支出
hGEN 火力発電機の運転費用
rUP
g,t 時刻 tにおける火力発電機 gの出力帯内での予備力

rDN
g,t 時刻 tにおける火力発電機 gの出力帯内での下げ代

xg,t 時刻 tにおける火力発電機 gの出力
ωEPRX

j,g,t 時刻 t において，火力発電機 gを用いて需給調整市場の商品 jに入札する
なら 1，そうでないなら 0となるバイナリ変数

パラメータ
FL
g 火力発電機 gの一次の燃料費特性係数

FC
g 火力発電機 gの零次の燃料費特性係数（無負荷損）

FON
g 火力発電機 gの起動費

M1,M2,M3 十分大きな値
PBL 相対取引の電力価格。時刻によらず一定の値とする
P∆kW

j,t 時刻 tにおける需給調整市場の商品 jの ∆kW価格
PkWh

j,t 時刻 tにおける需給調整市場の商品 jの kWh価格
PSPOT

t 時刻 tにおけるスポット市場の電力価格
QBL

t 時刻 tにおける相対取引の取引量
QEPRX

j
需給調整市場の商品 jの最低入札量

Rg,b 火力発電機 gの出力帯 bでの 1分当たりの出力変化速度の上限
Rg,b 火力発電機 gの出力帯 bでの 1分当たりの出力変化速度の下限
T MDT
g 火力発電機 gの最小停止時間 [コマ]

T MUT
g 火力発電機 gの最小運転時間 [コマ]

T TRANS
g,b1,b2

火力発電機 gを出力帯 b1 から b2 へ切替える際の出力帯遷移時間 [コマ]

T ON
g 火力発電機 gが起動に要する時間 [コマ]

T OFF
g 火力発電機 gが停止に要する時間 [コマ]

T EPRX,BID
j 需給調整市場の商品 jの商品ブロック時間 [コマ]

T EPRX,RES
j 需給調整市場の商品 jの応動時間 [コマ]

T SPOT,BID スポット市場の商品ブロック時間 [コマ]
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Xg,b 火力発電機 gの出力帯 bの出力上限
Xg,b 火力発電機 gの出力帯 bの出力下限
XON
g,τ 火力発電機 gが起動を開始してから τコマ目の出力（起動パターン時の出

力）。便宜上，XON
g,0 = 0とする

XOFF
g,τ 火力発電機 gが停止を開始してから τコマ目の出力（停止パターン時の出

力）。便宜上，XOFF
g,T OFF
g +1

= 0とする
µ j,t 時刻 tにおける需給調整市場の商品 jの発動割合
その他
δb1,b2 b1 = b2 なら 1，b1 , b2 なら 0を表す記号
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第 4章

電力量と調整力の市場価格の不確実
性を考慮した翌日需給計画

4.1 諸言
第 2章では不確実条件下での取引に関する意思決定について述べたが，考慮するシナリ
オ数を増加させるためには，計算の高速化が課題となっていた。また，第 3章では複数価
値の取引に関する意思決定について述べたが，発電機数十台の計画を実用的な時間で行う
ためには，同じく計算の高速化が課題となっていた。これらの要素が統合された，不確実
条件下で複数価値の取引に関する意思決定はより複雑なものとなるため，実規模の問題に
対して実用的な時間で意思決定を行うことが大きな課題となる。本章では，この課題に対
する解決策を提案する。
需給バランス調整や電力品質の維持に必要となる調整力を取引する市場として，2021

年 4 月に需給調整市場が開設された。発電事業者は，スポット市場等での電力量の取引
に加えて，調整力の取引も行い，自社の収益を向上することが可能となった。収益は電力
量や調整力の市場価格に影響されるが，これらの市場価格は天候や変動性再生可能エネル
ギーの発電量等に起因して変動する。安定した収益確保のためには，市場価格の不確実性
の考慮が重要となる。
他方，電力広域的運営推進機関の需給調整市場検討小委員会にて，2026年度から需給
調整市場の全商品をスポット市場と同じく前日取引とする検討がされている。 今後，発
電事業者は，前日段階でスポット市場への電力量の入札と，需給調整市場への調整力の入
札を決定するとともに，入札に応じた発電機の運転を計画する必要がある。以降，前日段
階の各市場での取引計画と発電機の運転計画をまとめて翌日需給計画と呼ぶ。翌日需給計
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画では，調整力の発動を確実なものとするために，発電機の出力・起動停止と合わせて出
力帯の決定も重要となる。具体的には，出力帯の切替中に調整力を発動できないことを考
慮する必要がある。
電力量と調整力の取引計画に関する研究には，発電事業者やマイクログリッド・VPPの
事業者を対象にしたものがある [1][2][3][4][5][6][7][8]。この中で，文献 [4][5][6]は市場
価格の不確実性を考慮しているものの，出力帯については検討されていない。文献 [7]は
市場価格の不確実性に加えて出力帯を考慮しているものの，信頼区間内での最低の収益
を表す収益の VaR（Value at Risk）を目的関数とするため，信頼区間外の収益を考慮でき
ず，発生頻度は非常に小さいものの大きな収益悪化につながる恐れがある，という課題が
ある。文献 [8]は実用的な時間で週間需給計画を策定する手法を提案しているが，収益の
VaRを目的関数とすることに加え，起動停止の変更が可能な時間（変更可能時間）を 1日
あたり 4 点に絞って入力する必要がある。このため，日々の翌日需給計画に適用する場
合，運用者が適切な変更可能時間を検討し入力しなければならないという課題が残る。
そこで本章では，テールリスクを考慮可能な翌日需給計画を，運用者の負担が少なく，
かつ実用的な時間で作成する手法を提案する。具体的には，信頼区間外の収益の期待値を
表す CVaRを最大化することにより，テールリスクを考慮する。本章の構成は以下の通り
である。4.2 節で翌日需給計画の概要を述べる。4.3 節で不確実性を考慮しない確定的な
翌日需給計画モデルについて述べる。4.4節で収益の CVaRを最大化する翌日需給計画問
題の実用的解法を提案する。4.5節で数値シミュレーションの結果を述べるとともに提案
手法の有用性を示す。4.6節で本章のまとめを述べる。

4.2 翌日需給計画の概要
翌日需給計画は，発電機の運転計画と各市場への取引計画から構成される。いずれも計
画対象期間は翌日 1日分であり，時間は 30分刻みである。運転計画の決定項目は発電機
の起動停止，出力，出力帯である。また，取引計画の決定項目はスポット市場と需給調整
市場の全商品の入札量である。本章では，3つの出力帯（高出力帯, 中出力帯, 低出力帯）
を有する火力発電機を対象とした翌日需給計画手法を提案する。また，予測した市場価格
で約定するという前提のもと，予測価格に対する入札量を決定する。需給調整市場への入
札については，EDC領域の調整力である三次調整力 1O（Replacement Reserve, RR）およ
び二次調整力 2O（Frequency Restoration Reserve, FRR）を対象とする。各調整力の商品ブ
ロック時間は，2026年度以降を想定し，30分であるものとする。表 4.1に，本章で想定
する各調整力の仕様を示す。
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表 4.1 調整力の仕様

RR FRR

Response time within 15 min. within 5 min.

Duration 30 min. 30 min.

Tradable contract half-hourly contracts half-hourly contracts

4.3 確定的な翌日需給計画モデル
4.3.1 概要
確定的な翌日需給計画問題は，混合整数二次計画問題として定式化できる。本節では，
起動停止と出力帯のモデルについて述べた後に，目的関数と制約条件の定式化を述べる。
なお，本節以降で用いる記号は本文で説明するが，章末に種類別・アルファベット順でま
とめて示す。以降の定式化では，スポット市場への入札量は，電力量ではなく平均電力と
して扱う。

4.3.2 起動停止と出力帯のモデル
起動停止状態と出力帯を，二重のフローネットワークモデルにより表現する [3]。まず，
発電機の起動停止状態に関するネットワークモデルを，起動停止パターン，最小運転時
間，最小停止時間を反映して構築する。運転状態であってすぐに停止可能な状態を ON

ノード，停止状態であってすぐに運転可能な状態を OFFノードと定義し，発電機 g毎に
各時刻 tに対して ONノード NON(g, t)と OFFノード NOFF(g, t)を設けるとともに，仮想
初期ノード NIMG(g)を設ける。その上で，表 4.2に示すノード間の遷移を表す有向ブラン
チを作成する。ここで，T MUT

g と T MDT
g はそれぞれ発電機 gの最小運転時間と最小停止時

間を表す。また，T ON
g と T OFF

g はそれぞれ，発電機 gが起動パターンと停止パターンで運
転する時間を表す。T (= {1, 2, . . . , })は計画対象とする時刻の集合，|T |は計画期間の最後
の時刻，Gは発電機の集合である。
その上で図 4.1に示すように，各ブランチに対して当該遷移をするなら 1，そうでない
なら 0 となるバイナリ変数 eg,m(m は通し番号) を定義する（以降ブランチ変数と呼ぶ）。
以降の説明のために，時刻 tで発電機 gが運転状態あるいは起動停止パターン中であれば
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表 4.2 発電機の起動停止状態に関するネットワークのブランチ

No. Starting node Ending node

1 NON(g, t) NON(g,min(t + 1, |T |))
2 NOFF(g, t) NOFF(g,min(t + 1, |T |))
3 NON(g, t) NOFF(g,min(t + T MDT

g + T OFF
g , |T |))

4 NOFF(g, t) NON(g,min(t + T MUT
g + T ON

g , |T |))
5 NIMG(g) NON(g, 1)

6 NIMG(g) NOFF(g, 1)

Make branch for any g ∈ G and any t ∈ T .

𝑁ON(𝑔, 1)

𝑁OFF (𝑔, 1)

𝑁ON(𝑔, 𝜏)

𝑁OFF(𝑔, 𝜏)

𝑒 𝑔
,1

𝑒
𝑔
,2

𝑡 1 …𝜏 𝜏 + 1

𝑁ON(𝑔, 𝜏 + 1)
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𝑁OFF(𝑔, |𝑇|)

…

…

…

図 4.1 発電機の起動停止状態に関するネットワーク

1，そうでないなら 0となる補助変数 ug,t を (4.1)式で定義する。

ug,t =
∑

e∈EON
g,t

e (4.1)

ここで，EON
g,t は，発電機 gの時刻 tより前の任意のノードを始点として時刻 t以降の ON

ノードを終点とするブランチ変数と，発電機 g の時刻 t − τ(τ ∈ {1, 2, . . . , T OFF
g }) の ON

ノードを始点として任意の OFF ノードを終点とするブランチ変数の集合である。図 4.2

に，EON
g,t を構成するブランチ変数に対応するブランチを太線で示す。図の上側のネット

ワークグラフは ONノードを終点とするブランチ，下側は OFFノードを終点とするブラ
ンチを抜粋して示している。なお、各ノードの発電機のインデックスは記載を省略し、時
刻のインデックスはそれぞれのネットワークグラフの下部に示している。太線のブランチ
の破線部は最小停止時間により停止であることを意味する。ug,t と同様にして，補助変数
u′g,t, yg,t,τ, zg,t,τ をブランチ変数の和として定義する。u′g,t は時刻 tで発電機 gが運転状態で
あれば 1，そうでないなら 0となる。yg,t,τ は τコマ目の起動パターン中であれば 1，そう
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図 4.2 EON
g,t を構成するブランチ変数に対応するブランチ

表 4.3 発電機の出力帯に関するネットワークのブランチ

No. Starting node Ending node

1 Nb(g, t) Nb(g,min(t + 1, |T |))

2 Nb1 (g, t) Nb2 (min(t + T TRANS
g,b1,b2

+ 1, |T |))
3 NIMGB(g) Nb(g, 1)

Make branch for any b ∈ B and any (b1, b2) ∈ {(b1, b2)|b1 ∈ B, b2 ∈ B, b1 , b2}.

でないなら 0となる。zg,t,τ は τコマ目の停止パターン中であれば 1，そうでないなら 0と
なる。
出力帯については，出力帯の遷移に要する時間（出力帯遷移時間）を反映して，ネット
ワークモデルを構築する。高出力帯（H 帯）での運転を表す H ノード NH(g, t) ，中出力
帯（M帯）での運転を表すMノード NM(g, t)，低出力帯（L帯）での運転を表す Lノー
ド NL(g, t)と，仮想初期ノード NIMGB(g)を設ける。なお，仮想初期ノードは，初期時刻
の出力帯を選択するために設けたものであり，特定の出力帯とは関連しない。その上で，
表 4.3 に示すノード間の遷移を表す有向ブランチを作成する。ここで，B（= {H,M,L}）
は出力帯の集合を表し，T TRANS

g,b1,b2
は発電機 gが出力帯 b1 から出力帯 b2 へ遷移するときの

出力帯遷移時間を表す。その上で，起動停止状態と同様に各ブランチに対応するブランチ
変数 eBAND

g,m を定義し，ブランチ変数の和として表される補助変数 uBAND
g,t,b および uTRANS

g,t,b1,b2
を

定義する。uBAND
g,t,b は時刻 t で発電機 gが出力帯 bであれば 1，そうでないなら 0となる。
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uTRANS
g,t,b1,b2

は時刻 tで発電機 gが出力帯 b1 から出力帯 b2 への遷移中であれば 1，そうでない
なら 0となる。

4.3.3 目的関数
目的関数である発電事業者の収益は (4.2)式となる。

max hSPOT + hRR + hFRR − hGEN (4.2)

ここで，hSPOT はスポット市場で電力量を売って得る収入，hRR は需給調整市場で三次調
整力 1Oを売って得る収入，hFRR は二次調整力 2Oを売って得る収入，hGEN は発電機の運転
コストであり，それぞれ (4.3)～(4.7)式により表される。

hSPOT =
∑

t∈T,g∈G
PSPOT

t qSPOT
g,t (4.3)

hRR =
∑

t∈T,g∈G
P∆kW

RR,t qEPRX
RR,g,t (4.4)

hFRR =
∑

t∈T,g∈G
P∆kW

FRR,tq
EPRX
FRR,g,t (4.5)

hGEN =
∑

t∈T,g∈G

(
f VARY
g (xg,t) + FC

g ug,t + FON
g yg,t,1

)
(4.6)

f VARY
g (xg,t) = FQ

g x2
g,t + FL

g xg,t (4.7)

PSPOT
t ，P∆kW

RR,t，P∆kW
FRR,t はそれぞれ，時刻 t におけるスポット市場の電力価格，三次調整力

1Oの ∆kW価格，二次調整力 2Oの ∆kW価格である。また，qSPOT
g,t は時刻 tに発電機 gを用

いて入札する電力量（平均電力換算）を表す連続変数であり，qEPRX
j,g,t は需給調整市場の商

品 j(∈ J) の入札量を表す連続変数である。J = {RR,FRR} であり，RR は三次調整力 1O，
FRRは二次調整力 2Oを意味する。xg,t は発電機 gの時刻 tにおける出力を表す 0以上の連
続変数であり，FQ

g ,FL
g ,FC

g は発電機 g の燃料費特性係数，FON
g は発電機 g の起動費を表

す。 f VARY
g は燃料費の変動費分である。なお，実需給において調整力が発動する際に，発

電機の出力を増加させるために追加で燃料が必要となるが，この追加分の燃料費について
は調整力 kWh市場での収入と相殺するものとして扱い，目的関数には含めない。

4.3.4 起動停止に関する制約条件
発電機の起動停止状態の遷移に関する流量保存則 (4.8)，(4.9)式を課すことにより，起
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動停止パターン，最小運転時間制約，最小停止時間制約を考慮する。∑
eOUT∈EOUT(N)

eOUT =
∑

eIN∈EIN(N)

eIN,∀N ∈ NALL (4.8)∑
eOUT∈EOUT(NIMG(g))

eOUT = 1,∀g ∈ G (4.9)

ここで NALL は全ての ONノードと OFFノードの集合，EOUT(N)はノード N を始点とす
るブランチ変数の集合，EIN(N)はノード N を終点とするブランチ変数の集合を表す。

4.3.5 出力帯に関する制約条件
流量保存則 (4.10)，(4.11)式を課すことにより，出力帯遷移時間を考慮する。

δb,Lzg,t−1,T ON
g
+

∑
eOUT∈EOUT(Nb(g,t))

eOUT = δb,Lyg,t+1,1 +
∑

eIN∈EIN(Nb(g,t))

eIN,∀b ∈ B,∀g ∈ G,∀t ∈ T (4.10)

∑
eOUT∈EOUT(NIMGB(g))

eOUT = u′g,1,∀g ∈ G (4.11)

ここで，δb,L は b = Lのとき 1，そうでないなら 0となる記号である。δb,L を係数とする
項により，発電機の起動停止状態の遷移を反映する。

4.3.6 発電機出力に関する制約条件
出力上下限制約 (4.12)，(4.13)式と，出力変化速度制約 (4.14)式を課す。

xg,t + rUP
g,t = xHOLD

g,t +
∑
b∈B

uBAND
g,t,b Xg,b,∀g ∈ G,∀t ∈ T (4.12)

xg,t ≥ xHOLD
g,t +

∑
b∈B

uBAND
g,t,b Xg,b,∀g ∈ G,∀t ∈ T (4.13)

−Rg ≤ xg,t − xg,t−1 ≤ Rg,∀g ∈ G,∀t ∈ T \ {1} (4.14)

ここで，rUP
g,t は発電機 gの時刻 tにおける出力帯内での予備力を表す 0以上の連続変数で

ある。rUP
g,t がスラック変数の役割を果たすため、出力上限制約 (4.12) 式は等式制約とな

る。Xg,b および Xg,b はそれぞれ発電機 gの出力帯 bでの出力上限および下限，Rg は発電
機 gが単位時間で変化できる出力の大きさである。xHOLD

g,t は (4.15)式で表される，起動停
止パターン中あるいは出力帯遷移中の出力を意味する補助変数である。

xHOLD
g,t =

T OFF
g∑
τ=1

XOFF
g,τ zg,t,τ +

T ON
g∑
τ=1

XON
g,τ yg,t,τ +

∑
t∈T,

b1∈B,b2∈B,b1,b2

uTRANS
g,t,b1,b2

XTRANS
g,b1,b2

(4.15)
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XOFF
g,τ および XON

g,τ はそれぞれ発電機 gが起動パターンおよび停止パターンを開始して τコ
マ後の出力を表す。また，XTRANS

g,b1,b2
は出力帯 b1 から出力帯 b2 への遷移中における出力を

表す定数であり，出力帯を上げる遷移であれば Xg,b1，出力帯を下げる遷移であれば Xg,b1

である。なお，出力帯の範囲は連続的に繋がっており，Xg,L = Xg,M, Xg,M = Xg,H である。

4.3.7 スポット市場への入札に関する制約条件
発電量をスポット市場への入札量に一致させる (4.16)式を課す。

qSPOT
g,t = xg,t,∀g ∈ G,∀t ∈ T (4.16)

4.3.8 需給調整市場への入札に関する制約条件
入札量の上限制約を表す (4.17)式，応動時間に関する制約を表す (4.18)式，発電機 gの
調整力を時刻 tで多くとも 1種類の商品に入札することを課す (4.19)，(4.20)式を設ける。

qEPRX
RR,g,t + qEPRX

FRR,g,t ≤ rUP
g,t ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (4.17)

xg,t − xg,t−1

30
+

qEPRX
RR,g,t

15
+

qEPRX
FRR,g,t

5
≤

Rg
30
,∀g ∈ G,∀t ∈ T \ {1} (4.18)

qEPRX
RR,g,t ≤ M · ωEPRX

g,t ,∀g ∈ G,∀t ∈ T (4.19)

qEPRX
FRR,g,t ≤ M · (1 − ωEPRX

g,t ),∀g ∈ G,∀t ∈ T (4.20)

ここで，M は十分大きな数であり，ωEPRX
g,t は時刻 tで発電機 gを用いて三次調整力 1Oに入

札してよいなら 1，二次調整力 2Oへ入札してよいなら 0となるバイナリ変数である。

4.4 収益の CVaRを最大化する翌日需給計画問題の実用的
解法

4.4.1 概要
発電事業者は，計画対象期間のスポット市場の電力価格，三次調整力 1Oの ∆kW 価格，
二次調整力 2Oの ∆kW価格の予測値を 1セットとしたシナリオを複数生成した上で，信頼
区間 α%での収益の CVaR（α%CVaR）を最大化するように，各シナリオでの発電機の出
力，出力帯および市場価格に応じた入札量を決定する。この際，発電機の起動停止はシナ
リオに依存せずに決定し，前日時点で確定する。この問題は，4.3節で示した問題におい
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て，シナリオ毎に決定すべき変数が生じることに加え，各シナリオでの収益を関連付けて
CVaRを算出する制約条件を含む大規模な問題となるため，実用的な時間で厳密解を得る
ことは困難であると考える。本節では，不確実性を考慮した翌日需給計画問題の実用的解
法を提案する。提案手法は，まず発電機の起動停止を決定し，次に発電機の出力帯を決定
し，最後に発電機の出力および各市場への入札量を決定する。4.4.2～4.4.4節で，各アル
ゴリズムの詳細を述べる。以降，4.3節で定義した記号に下付き添え字 sが付いた記号は，
各シナリオ sにおいて同様の意味を持つ定数，変数を表すものとする。

4.4.2 起動停止の決定アルゴリズム
収益の α%CVaRを最大化する問題は，シナリオ sの生起確率を πs，収益を hALL

s ，シナ
リオの集合を S として，補助変数 ζ, ηs を用いて (4.21)～(4.23)式で表せる。

max
ζ,η,e ζ −

1
1 − 0.01α

∑
s∈S
πsηs (4.21)

s.t. ηs ≥ ζ − hALL
s ,∀s ∈ S (4.22)

ζ ∈ R, ηs ≥ 0,∀s ∈ S (4.23)

本アルゴリズムでは，発電機の起動停止はスポット市場への入札が主に影響すると考え
て，収益 hALL

s に関する定式化を行う。また，出力帯と出力変化速度制約は起動停止に大
きな影響を与えないものと考え，考慮しない。
まず，時刻 t で発電機 g が仮に運転しているとした場合の，シナリオ s における出力

x̄g,t,sを，その時のスポット市場での取引による利益を最大化する問題である (4.24)，(4.25)

式の解として求める。この問題はシナリオ・時刻・発電機毎に解く。

maxx PSPOT
t,s xg,t,s − f VARY

g (xg,t,s) (4.24)

s.t. Xg,L ≤ xg,t,s ≤ Xg,H (4.25)

次に (4.26)式のように，シナリオ sにおける利益 hALL
s を，時刻 t で発電機 gが生む利

益 hALL
g,t,s に分解して考える。

hALL
s =

∑
g∈G,t∈T

hALL
g,t,s (4.26)

hALL
g,t,s は，スポット市場での収入を主体としつつ，x̄g,t,s が下限値 Xg,L となる場合（運転時
にスポット市場での取引が損となる場合）のみ需給調整市場での収入も考慮して，(4.27)
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式として扱う。

hALL
g,t,s = PSPOT

t,s x̄g,t,s + hEPRX
g,t,s u′g,t − hGEN

g,t,s (4.27)

ここで，hEPRX
g,t,s はシナリオ s，時刻 tで，発電機 gが最低出力となるときに，L帯の範囲内

での予備力を活用して需給調整市場で得る最大の収入を表し，(4.28)，(4.29)式により計
算する定数である。

hEPRX
g,t,s = max

(
P∆kW

FRR,t,s ·min
(
Xg,L − Xg,L,

5
30

Rg

)
,

P∆kW
RR,t,s ·min

(
Xg,L − Xg,L,

15
30

Rg

))
· φg,t,s (4.28)

φg,t,s =

1 x̄g,t,s = Xg,L
0 x̄g,t,s , Xg,L

(4.29)

なお，min(· · · )の項は，応動時間を考慮した上で最大限入札可能な調整力の量を表す。ま
た，hGEN

g,t,s は x̄g,t,s を用いて (4.30)式で表される。

hGEN
g,t,s = f VARY

g (x̄g,t,s)u′g,t +
T OFF
g∑
τ=1

f VARY
g (XOFF

g,τ )zg,t,τ +
T ON
g∑
τ=1

f VARY
g (XON

g,τ )yg,t,τ

+ FC
g ug,t + FON

g yg,t,1 (4.30)

まとめると，(4.24)，(4.25)式により仮に運転している場合の出力 x̄g,t,s を求めた上で，
(4.26)～(4.30) 式により構築した hALL

s を (4.22) 式に代入し，(4.21)～(4.23) 式で表され
る組合せ最適化問題を解くことで，発電機の起動停止を決定する。なお，決定する変数
ug,t, u′g,t, yg,t, zg,t は補助変数であり，実際に最適化する変数は 4.3.2節で定義した，起動停
止に関するブランチ変数 eg,m である。最適化に際しては流量保存則 (4.8)，(4.9)式を課し
て問題を解く。これにより，最小運転時間制約および最小停止時間制約を充足する解が得
られる。このアルゴリズムの利点は，シナリオ毎の発電機出力を決定変数としないため，
問題の大規模化を避けられる点である。

4.4.3 出力帯の決定アルゴリズム
4.4.2節の方法により決めた起動停止状態をもとに出力帯を決定する。まず，出力帯遷
移時間を考慮せずに出力帯を簡易的に決定する。具体的には，スポット市場での取引のみ
を考えて利益を最大化する二次計画問題 (4.31)～(4.33)式を，シナリオ s，発電機 g毎に
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解くことにより，各時刻 tでの発電機出力 xg,t,s を簡易的に求めた上で，(4.34)式により出
力帯 b′g,t,s(∈ B)を簡易的に決める。

max
xg,1,s,xg,2,s,...,xg,|T |,s

∑
t∈T

PSPOT
t,s xg,t,s − f VARY

g (xg,t,s) (4.31)

s.t. Xg,t ≤ xg,t,s ≤ Xg,t,∀t ∈ T (4.32)

− Rg ≤ xg,t,s − xg,t−1,s ≤ Rg,∀t ∈ T \ {1} (4.33)

b′g,t,s =


H Xg,H<x̂g,t,s ≤ Xg,H
M Xg,M<x̂g,t,s ≤ Xg,M
L Xg,L ≤ x̂g,t,s ≤ Xg,L

(4.34)

ここで，Xg,t, Xg,t はそれぞれ，4.4.2節の方法で決めた起動停止状態から定まる，発電機 g
の時刻 tにおける出力下限および上限である。起動パターン中あるいは停止パターン中で
あればいずれも当該パターンにおける出力であり，運転中であればそれぞれ Xg,L, Xg,H で
ある。また，x̂g,t,s は (4.31)～(4.33)式を解いて得た xg,t,s の解である。
続いて，出力帯遷移時間を考慮して，出力帯を本決定する。まず，シナリオ sにおいて
各発電機 gが時刻 tで出力帯 bで運転する場合のペナルティ Wg,t,b,s と，出力帯 b1 から出
力帯 b2 に遷移中の場合のペナルティWTRANS

g,t,b1,b2,s
を定める。具体的には，簡易決定した出力

帯 b′g,t,s からの乖離が大きくなるほどペナルティが大きな値となるよう，表 4.4のように
定める。その上で，シナリオ s，発電機 g毎にペナルティ最小化問題 (4.35)式を解き，出

表 4.4 ペナルティ

b′g,t,s
H M L

Wg,t,H,s 0.0 1.0 2.0

WTRANS
g,t,H,M,s,W

TRANS
g,t,M,H,s 0.5 0.5 1.5

Wg,t,M,s 1.0 0.0 1.0

WTRANS
g,t,M,L,s,W

TRANS
g,t,L,M,s 1.5 0.5 0.5

Wg,t,L,s 2.0 1.0 0.0
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力帯を決定する。

min
eBAND
g,1,s ,e

BAND
g,2,s ,...,e

BAND
g,|EBAND
g |,s

∑
t∈T,b∈B

Wg,t,b,suBAND
g,t,b,s +

∑
t∈T,

b1∈B,b2∈B,b1,b2

WTRANS
g,t,b1,b2,su

TRANS
g,t,b1,b2,s (4.35)

∣∣∣EBAND
g

∣∣∣は，eBAND
g,m の数である。なお，決定する uBAND

g,t,b,s と uTRANS
g,t,b1,b2,s

はともに補助変数であ
り，実際に最適化する変数は 4.3.2 節で定義した出力帯に関するブランチ変数 eBAND

g,m を
シナリオ毎に設けた eBAND

g,m,s である。最適化に際しては，シナリオ毎に流量保存則 (4.10)，
(4.11)式を課して問題を解く。この時，(4.10)，(4.11)式の u′g,1, zg,t, yg,t は 4.4.2節で決定
した起動停止状態をもとに計算した数値を代入する。このアルゴリズムの利点は，解く問
題は組合せ最適化問題であるものの，最短路問題の形となるため，連続緩和問題の解とし
て整数解を得られる点である。なお，最短路問題とは，ノードと重み付きのブランチから
なるネットワークに対して，ある地点から別の地点までの経路の中で，重みの和が最小と
なる経路を見つける問題である。重みには，距離，時間，費用などが設定される。例えば
カーナビや地図アプリでのルート検索のために解かれる。ルート探索の例では，地点を表
すノードと，道路を表すブランチとからなるネットワークに対して，距離や時間などが最
小となる経路を見つける。ペナルティ最小化問題 (4.35)式は，状態遷移を辺，ペナルティ
を辺の重みとする，最短路問題の形となっている。最短路問題は，連続緩和問題の解とし
て整数解を得られることが一般に知られている。

4.4.4 発電機出力と各市場への入札量の決定アルゴリズム
始めに，時刻 tで発電機 gの調整力を多くとも 1種類の商品に入札する，という制約条
件を緩和し，発電機 g毎に収益の CVaRを最大化する連続値最適化問題 (4.36)～(4.39)式
を解くことで，発電機出力および各市場への入札量を簡易的に決定する。

max
ζ,ηs,xg,rg

qS POT
g ,qEPRX

RR,g ,qEPRX
FRR,g

ζ − 1
1 − 0.01α

∑
s∈S
πsηs (4.36)

s.t. ηs ≥ ζ − h′ALL
s ,∀s ∈ S (4.37)

Xg,t,s ≤ xg,t,s = Xg,t,s − rUP
g,t,s,∀g ∈ G,∀s ∈ S (4.38)

各市場の入札に関する制約 (4.39)

ここで，h′ALL
s は (4.40) 式で表され，h′SPOT

s , h′RR
s , h

′FRR
s はそれぞれ (4.3)～(4.5) 式で表さ

れる各式をシナリオ s毎に定義したものである。

h′ALL
s = h′SPOT

s + h′RR
s + h′FRR

s

∑
t∈T,g∈G

f VARY
g (xg,t,s) (4.40)

66



また，(4.38)式の Xg,t,s および Xg,t,s は，4.4.2節と 4.4.3節で決定した起動停止状態と出力
帯から定まる，発電機 gの時刻 t，シナリオ sにおける出力下限および上限である。(4.39)

式は，(4.16)～(4.18)式で表される各式をシナリオ s毎に設けたものである。
次に，簡易決定した qEPRX

j,g,t,s の値 q̄EPRX
j,g,t,s をもとに，時刻 tで発電機 gの調整力を多くとも

1種類の商品 j(∈ J)に入札する，という制約条件を考慮した調整力の入札量を決定する。
まず，発電機 gが時刻 t で三次調整力 1Oへ入札してよいなら 1，二次調整力 2Oへ入札して
よいなら 0とする定数 ω̄EPRX

g,t を，(4.41)式により決定する。

ω̄EPRX
g,t =

1 CVaRα
(
q̄EPRX

RR,g,t,sP
∆kW
RR,g,t,s

)
≥ CVaRα

(
q̄EPRX

FRR,g,t,sP
∆kW
FRR,g,t,s

)
0 CVaRα

(
q̄EPRX

RR,g,t,sP
∆kW
RR,g,t,s

)
< CVaRα

(
q̄EPRX

FRR,g,t,sP
∆kW
FRR,g,t,s

) ,
∀g ∈ G,∀t ∈ T (4.41)

ここで，CVaRα
(
q̄EPRX

RR,g,t,sP
∆kW
RR,g,t,s

)
は，“時刻 tで発電機 gを用いて入札した三次調整力 1Oに

より得る収入”の α%CVaRを表す。CVaRα
(
q̄EPRX

FRR,g,t,sP
∆kW
FRR,g,t,s

)
も同様に，二次調整力 2Oに

より得る収入の α%CVaRを表す。そして，(4.36)～(4.40)式で表される問題の制約条件に
(4.42)～(4.47)式を加え，目的関数に (4.48)式を加えた連続値最適化問題を解き，発電機
出力と各市場への入札を決定する。

qEPRX
RR,g,t,s ≤

∞ ω̄EPRX
g,t = 1

0 ω̄EPRX
g,t = 0

,∀t ∈ T,∀s ∈ S (4.42)

qEPRX
FRR,g,t,s ≤

0 ω̄EPRX
g,t = 1

∞ ω̄EPRX
g,t = 0

,∀t ∈ T,∀s ∈ S (4.43)

qSPOT
g,t,sSPOT(t,1) ≤ qSPOT

g,t,sSPOT(t,2) ≤ · · · ≤ qSPOT
g,t,sSPOT(t,|S |),∀t ∈ T (4.44)

qEPRX
RR,g,t,sEPRX(RR,t,1) ≤ qEPRX

RR,g,t,sEPRX(RR,t,2) ≤ · · · ≤ qEPRX
RR,g,t,sEPRX(RR,t,|S |),∀t ∈ T (4.45)

qEPRX
FRR,g,t,sEPRX(FRR,t,1) ≤ qEPRX

FRR,g,t,sEPRX(FRR,t,2) ≤ · · · ≤ qEPRX
FRR,g,t,sEPRX(FRR,t,|S |),∀t ∈ T (4.46)

qSPOT
g,t,s ≤ xg,t,s,∀t ∈ T,∀s ∈ S (4.47)

WEXP
∑
s∈S
πsh′ALL

s (4.48)

(4.42)，(4.43)式は発電機 gの時刻 t における需給調整市場への入札を多くとも 1つの商
品とする制約である。(4.44)～(4.46) 式は各市場で入札量*1が価格に対して広義単調増加
となることを課す制約である。sSPOT(t, n)は，時刻 t において，スポット市場の電力価格
が n番目に安いシナリオを表す。sEPRX( j, t, n)も同様であり，時刻 t において需給調整市

*1 正確には，提案手法において入札量の変数は対応する価格以下での入札量の総量を表すが，本章では便宜
的に入札量と記載する。
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場の商品 jの ∆kW価格が n番目に安いシナリオを表す。(4.47)式は，発電量の範囲内で
スポット市場へ入札することを課す制約である。(4.48)式は，収益の期待値を表す項であ
り，WEXP は重みを表す。この項を目的関数に加えることにより，テールリスクを低減し
たうえで期待値を最大化する解を得る。

4.5 数値シミュレーション
4.5.1 計算条件
以下の項目を確認することで，提案手法の有用性を示す。

(1) テールリスクの少ない計画を作成できること
(2) 実用的な計算時間で実行できること
(3) 制約条件の下で収益の CVaRを改善する需給計画が得られること

なお，（1）については，従来手法と提案手法の収益の CVaRを比較する。従来手法では，
ベースシナリオを予測値として，4.3節で述べた方法により入札量を決定した上で，必ず
約定するように最低入札価格で入札する。一方で提案手法では，ベースシナリオをもとに
生成した 100 本のシナリオを予測値として，4.4 節で述べた方法により収益の α%CVaR

を最適化する入札を行う。これらの入札に対して，100 本のシナリオそれぞれを約定価
格とするシミュレーションをすることで，各手法を用いた場合の収益の α%CVaRを算出
する。信頼区間 α は，実運用上は発電事業者が自身のリスク選好に応じて設定するが，
シミュレーションでは 90%, 95%, 99%の 3パターンの事業者を想定し，それぞれの値で
のシミュレーションを行う。なお，信頼区間 α が大きい方がリスク回避的である。重み
WEXP は，いずれのパターンでも収益の CVaR の改善を重要視するように 0.01 とする。
この条件では，最適化計算において収益の CVaR を例えば 100 万円悪化させる場合，期
待値をその 100倍である 1億円以上改善させる必要が生じるため，相対的に収益の CVaR

の改善が重要視される。
スポット市場の電力価格のシナリオは，文献 [9]の方法を用いて生成する。具体的には，
スポット市場 [10]の 2023年夏季（6～8月）の平日の約定価格の平均値をベースシナリオ
とし，これに乱数の移動合計を加えることで 100本のシナリオを生成する。各シナリオの
生起確率は全て 1%とする。三次調整力 1Oおよび二次調整力 2Oのシナリオは，それぞれド
イツにおける電力の価格と Tertialy Control Reserveおよび Secondary Control Reserveの
価格の比率 [11]を参考に，それぞれスポット市場の電力価格の 0.16倍および 0.09倍の値
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図 4.3 スポット市場の電力価格のシナリオ

とする。なお，スポット市場の電力価格については，生成したベースシナリオと 100本の
シナリオに対して便宜的に価格を 3円/kWh減じる便宜的な調整を行い，一部の発電機に
対して最大出力での売電が損となる期間を設けたもの（図 4.3）を用いる。便宜的な調整
を行う理由は，生成したシナリオをそのまま用いてシミュレーションを行うと，全発電機
を常時運転状態として最大限の売電を行う結果となり，提案手法の有用性を十分に検証で
きないためである。この調整は，例えば再生可能エネルギーの導入量増加に伴い，限界費
用の安い電源が増えるとともに調整力の必要性が増すことで，相対的に電力価格が下がっ
た状況を想定することに相当する。
翌日需給計画の対象とする火力発電機は 30台である。主要な発電機である石炭火力機，

LNG火力機，石油火力機がそれぞれ 10台あるものとし，その特性は文献 [12][13]を参考
に与える。なお，発電機の最小運転時間，最小停止時間，各出力帯間の遷移時間は表 4.5

の通りとする。
シミュレーションには，CPU が Intel Xeon W-2150B(3.00GHz，10 コア 20 スレッ
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表 4.5 発電機諸元

Minimum up/down time Band transition time

Coal 18 hour 1.5 hour

LNG 8 hour 1.0 hour

Oil 6 hour 0.5 hour

ド)，メモリが 128GB の計算機を用いる。また，数理最適化問題の求解には Gurobi

Optimizer10.0.1[14]を用いる。

4.5.2 計算結果と考察
4.5.2.1 テールリスクの少ない計画を作成できることの確認
従来手法および提案手法を用いた場合の収益の α%CVaR(α = 90%, 95%, 99%)を表 4.6

に示す。表の括弧内は α%CVaRの従来手法に対する改善率である。3パターン全ての α
に対して，提案手法により CVaRが向上する結果を得た。

表 4.6 収益の CVaR[106 yen]

Conventional method Proposed method

90% CVaR 1,663 1,687 (+1.40%)

95% CVaR 1,523 1,553 (+1.99%)

99% CVaR 1,232 1,295 (+5.14%)

4.5.2.2 実用的な計算時間で実行できることの確認
提案手法の計算時間を表 4.7に示す。全パターンで計算時間は 1時間未満となった。こ
れは実用的な計算時間であると考える。

4.5.2.3 制約条件の下で収益の CVaRを改善する需給計画が得られることの確認
ある LNG火力機を例に，最適化計算によって得た運転計画と取引計画が，制約条件の
下で収益の CVaR を改善することを確認する。従来手法により得た，当該火力機の運転
計画および当該火力機を用いた入札の計画を図 4.4に示す。また α = 95%として提案手
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表 4.7 提案手法の計算時間

90% CVaR 95% CVaR 99% CVaR

43min 45sec 50min 33sec 59min 0sec

法により得た計画のうち，収益が最低となるシナリオでの計画を図 4.5に示す。考察のた
めに，従来手法で用いるベースシナリオでのスポット市場の電力価格と，提案手法で収益
が最低となるシナリオ（ワーストシナリオと呼ぶ）でのスポット市場の電力価格を図 4.6

に示す。従来手法では全時刻で出力上限値で発電を行いスポット市場で売電する一方で，
提案手法ではスポット市場の電力価格が安い深夜などの時刻で発電機出力を減らす結果と
なった。例えば 2:00～5:00で発電機出力を減らしスポット市場での安価な売電を避ける。
この結果により，収益の CVaRを改善したことが確認できる。また，出力帯を変更する際
は，1時間は発電機出力を固定しており，出力帯遷移時間を考慮した結果を得た。調整力
については，提案手法において 12:00付近で三次調整力 1Oに入札する結果となった。今回
のシミュレーションにおいては二次調整力 2Oよりも三次調整力 1Oの方が高価であるため，
電力価格が一時的に安くなるタイミングで三次調整力 1Oを入札する。この結果により，収
益を向上する計画であることがわかる。なお，2:00～5:00で最低出力で運転しており予備
力があるにも関わらず，調整力を入札していない。これは，調整力の価格がより高い他の
シナリオにおいて，出力帯を遷移している最中であるため，調整力を入札できないことが
理由である。調整力の入札量を入札価格に対して広義単調増加とするために，ワーストシ
ナリオで調整力を入札しない結果になったものと考える。
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図 4.4 従来手法により策定した
ある LNG火力機の運転計画および当該火力機を用いた入札の計画
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図 4.5 提案手法により策定した
ある LNG火力機の運転計画および当該火力機を用いた入札の計画
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図 4.6 スポット市場の電力価格のベースシナリオとワーストシナリオ
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12:00のコマを対象に，当該 LNG火力機を用いたスポット市場への入札と需給調整市
場への入札をより詳細に確認する。従来手法および提案手法によるスポット市場への入札
を図 4.7に，三次調整力 1Oの入札を図 4.8に示す*2。なお，二次調整力 2Oの入札はないた
め省略する。スポット市場への入札に関しては，従来手法では当該 LNG発電機を出力上
限で運転し最大限売電する結果となっている一方で，提案手法では一定量の予備力を確保
して三次調整力 1Oに入札しつつ売電する結果となっている。これは，収益の CVaRを向上
するために，スポット市場の電力価格が安いシナリオで三次調整力 1Oの入札を重視した結
果である。なお，今回のシミュレーションでは三次調整力 1Oの価格をスポット市場の電力
価格の定数倍としたため，スポット市場の電力価格が安いシナリオでは三次調整力 1Oの価
格も安い。提案手法では，入札価格に対して入札量が広義単調増加となるように，三次調
整力 1Oの価格が高いシナリオでも一定量以上の調整力を入札する結果となるが，これは同
時にスポット市場の電力価格が高いシナリオで一定量の予備力を確保することを意味す
る。そのため，提案手法において当該 LNG火力機を出力上限で運転して最大限売電する
ような入札はなかった。
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図 4.7 ある LNG火力機を用いた 12:00でのスポット市場への入札

*2 各シナリオの価格に対応する入札量を全て図示しているが，異なる価格に対して同じ入札量が計画された
場合，実際にはそれらの内で最も安い価格で入札を行う。
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図 4.8 ある LNG火力機を用いた 12:00での三次調整力 1Oへの入札

4.6 結言
本章では，発電機の出力帯を考慮した上で，収益の CVaRを最大化する翌日需給計画を，
運用者の負担が少なく，かつ実用的な時間で作成する手法を提案した。信頼区間を 90%，
95%，99%とした場合でのシミュレーションを行い，収益の CVaRを 1.40%～5.14%向
上する結果を得た。加えて，1 時間未満で計画作成が可能であることを示すことにより，
提案手法の有用性を示した。今後の課題は，三次調整力 2Oなど他の調整力の入札を考慮す
ることや，同一時間帯で 1台の発電機を用いて 2種類以上の調整力を入札する複合入札を
考慮すること，水力発電機や再生可能エネルギー電源等の火力発電機以外の電源を考慮す
ることである。
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記号一覧
インデックス
b, b1, b2 出力帯
g 火力発電機
j 需給調整市場の商品
s シナリオ
t 時刻
τ 時間
集合
B 出力帯の集合。B = {H,M,L}。Hが H帯，Lが L帯，MがM帯を表す
EON
g,t 発電機 gの時刻 tより前の任意のノードを始点として時刻 t以降のONノー

ドを終点とするブランチ変数と，発電機 gの時刻 t − τ(τ ∈ {1, 2, . . . , T OFF
g })

の ON ノードを始点として任意の OFF ノードを終点とするブランチ変数
の集合

EOUT(N) ノード N を始点とするブランチ変数の集合
EIN(N) ノード N を終点とするブランチ変数の集合
EBAND
g 発電機 gの出力帯の状態遷移を表すバイナリ変数 eg,m の集合

G 発電機の集合
J 需給調整市場の商品の集合。

J =
{
RR（三次調整力 1O）,FRR（二次調整力 2O）

}
NALL 全ての ONノードと OFFノードの集合
S シナリオの集合
T 時刻の集合。T (= {1, 2, . . . , })。計画期間の最終時刻は |T |。
変数
e, eIN, eOUT ブランチ変数
eg,m 発電機 gの起動停止の状態遷移を表すバイナリ変数。mは通し番号
eBAND
g,m 発電機 gの出力帯の状態遷移を表すバイナリ変数。mは通し番号

hSPOT スポット市場での売電による収入
hRR 三次調整力 1Oを売って得る収入
hFRR 二次調整力 2Oを売って得る収入
hGEN 火力発電機の運転費用
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hEPRX
g,t,s シナリオ s，時刻 tで，発電機 gが最低出力となるときに，L帯の範囲内で

の予備力を活用して需給調整市場で得る最大の収入
h′ALL

s 発電機出力と各市場への入札決定アルゴリズムにおいて考える，シナリオ
sでの発電事業者の収益

h′SPOT
s 発電機出力と各市場への入札決定アルゴリズムにおいて考える，シナリオ

sでのスポット市場での売電による収入
h′RR

s 発電機出力と各市場への入札決定アルゴリズムにおいて考える，シナリオ
sでの三次調整力 1Oを売って得る収入

h′FRR
s 発電機出力と各市場への入札決定アルゴリズムにおいて考える，シナリオ

sでの二次調整力 2Oを売って得る収入
hALL

s シナリオ sにおける発電事業者の収益
hALL
g,t,s シナリオ sにおいて，時刻 tで発電機 gが生む利益

qSPOT
g,t 発電機 gを用いて時刻 tにスポット市場へ入札する電力量（平均電力換算）

qEPRX
j,g,t 時刻 tにおいて，火力発電機 gを需給調整市場の商品 jに入札する量

rUP
g,t 時刻 tにおける火力発電機 gの出力帯内での予備力

ug,t 時刻 t で発電機 g が運転状態あるいは起動停止パターン中であれば 1，そ
うでないなら 0となる補助変数

u′g,t 時刻 t で発電機 gが運転状態であれば 1，そうでないなら 0となるバイナ
リ変数

uBAND
g,t,b 時刻 t で発電機 gが出力帯 bであれば 1，そうでないなら 0となるバイナ

リ変数
uTRANS
g,t,b1,b2

時刻 t で発電機 g が出力帯 b1 から出力帯 b2 への遷移中であれば 1，そう
でないなら 0となるバイナリ変数

xg,t 時刻 tにおける火力発電機 gの出力
xHOLD
g,t 発電機 gの時刻 t における，起動停止パターン中あるいは出力帯遷移中の

出力を意味する補助変数
yg,t,τ 時刻 t で発電機 gが τコマ目の起動パターン中であれば 1，そうでないな

ら 0となるバイナリ変数
zg,t,τ 時刻 t で発電機 gが τコマ目の停止パターン中であれば 1，そうでないな

ら 0となるバイナリ変数
ζ, ηs CVaRを計算するための補助変数
ωEPRX
g,t 時刻 tにおいて，火力発電機 gを三次調整力 1Oに入札してよいなら 1，二次

調整力 2Oに入札してよいなら 0となるバイナリ変数
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パラメータ
FQ
g 火力発電機 gの二次の燃料費特性係数

FL
g 火力発電機 gの一次の燃料費特性係数

FC
g 火力発電機 gの零次の燃料費特性係数（無負荷損）

FON
g 火力発電機 gの起動費

M 十分大きな定数
PSPOT

t 時刻 tにおけるスポット市場の電力価格
P∆kW

j,t 時刻 tにおける需給調整市場の商品 jの ∆kW価格
Rg 火力発電機 gの出力変化速度上限
T MDT
g 火力発電機 gの最小停止時間 [コマ]

T MUT
g 火力発電機 gの最小運転時間 [コマ]

T OFF
g 火力発電機 gが停止に要する時間 [コマ]

T ON
g 火力発電機 gが起動に要する時間 [コマ]

T TRANS
g,b1,b2

火力発電機 gを出力帯 b1 から b2 へ切替える際の出力帯遷移時間 [コマ]

W∗∗ 出力帯を決定するアルゴリズムにおいて用いるペナルティ係数
WEXP 収益の期待値に対する重み
Xg,b 火力発電機 gの出力帯 bの出力上限
Xg,b 火力発電機 gの出力帯 bの出力下限
XOFF
g,τ 発電機 gが起動パターンを開始して τコマ後の出力

XON
g,τ 発電機 gが停止パターンを開始して τコマ後の出力

XTRANS
g,b1,b2

出力帯 b1 から出力帯 b2 への遷移中における出力を表す定数。出力帯を上
げる遷移であれば Xg,b1，出力帯を下げる遷移であれば Xg,b1

となる
πs シナリオ sの生起確率
関数
f VARY
g 火力発電機 gの燃料費の変動費分
その他
b′g,t,s 時刻 t，シナリオ sにおける発電機 gの出力帯の仮決定値
CVaRα

(
q̄EPRX

RR,g,t,sP
∆kW
RR,g,t,s

)
“時刻 t で発電機 g を用いて入札した三次調整力 1Oにより得
る収入”の α%CVaR

CVaRα
(
q̄EPRX

FRR,g,t,sP
∆kW
FRR,g,t,s

)
“時刻 t で発電機 g を用いて入札した二次調整力 2Oにより得
る収入”の α%CVaR
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NON(g, t) 発電機 g，時刻 tに対する ONノード
NOFF(g, t) 発電機 g，時刻 tに対する OFFノード
NIMG(g) 発電機 gの起動停止に関する初期仮想ノード
NH(g, t) 発電機 gの時刻 tにおける Hノード。高出力帯（H帯）での運転を表す
NM(g, t) 発電機 gの時刻 tにおけるMノード。中出力帯（M帯）での運転を表す
NL(g, t) 発電機 gの時刻 tにおける Lノード。低出力帯（L帯）での運転を表す
NIMGB(g) 発電機 gの出力帯に関する仮想初期ノード
q̄EPRX

j,g,t 時刻 t において，火力発電機 gを需給調整市場の商品 jに入札する量の仮
決定値

sSPOT(t, n) スポット市場の時刻 tの電力価格が n番目に安いシナリオ
sEPRX( j, t, n) 需給調整市場の商品 jの時刻 tの ∆kW価格が n番目に安いシナリオ
x̄g,t,s 火力発電機 gが仮に運転していた場合の，時刻 t，シナリオ sでの出力
x̂g,t,s 出力帯を決定するアルゴリズムにおいて一時的に算出する，時刻 t，シナリ

オ sにおける火力発電機 gの出力
Xg,t,s 決定した出力帯から定まる，発電機 gの時刻 tにおける出力上限
Xg,t,s 決定した出力帯から定まる，発電機 gの時刻 tにおける出力下限
δb1,b2 b1 = b2 なら 1，そうでないなら 0となる記号
ω̄EPRX
g,t 発電機 gが時刻 tで三次調整力 1Oへ入札してよいなら 1，二次調整力 2Oへ入

札してよいなら 0とする定数
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第 5章

結論

5.1 研究の成果
長らく日本の電気事業は地域独占的体制であったが，発電事業・小売電力事業が自由化
された。自由競争による電力価格の低廉化が期待される一方で，発電事業者・小売電気事
業者は経営上のリスクを抱えることとなり，電力の売買に関する意思決定が課題となって
いる。本研究では，発電事業者の意思決定における課題を抽出し，「不確実条件下での取
引に関する意思決定」と「複数価値の取引に関する意思決定」に関する解決策を検討した。
第 2章では，不確実条件下での取引に関する意思決定について検討した。具体的には，
週間での発電機の運転計画とスポット市場での取引計画を統合して作成する際に，発電事
業者のリスク選好に応じた収益を得られるように，スポット市場の価格の不確実性を考慮
して最適化する手法を提案した。発電事業者が明示的にリスク選好を反映できるように，
収益の VaRを最大化することを目的として，確率計画法を用いた計画作成手法を提案し
た。数値シミュレーションによる検証の結果，収益の期待値を最大化する従来手法と比較
して，提案手法が収益の VaRを向上することを示し，その有用性を確認した。
第 3章では，複数価値の取引に関する意思決定について検討した。具体的には，スポッ
ト市場での電力量の取引計画と，需給調整市場での調整力の取引計画と，発電機の運転計
画を統合して最適化する手法を提案した。調整力を発動できることを担保するためには，
出力帯の計画が必要となる。そこで，フローネットワークを活用して出力帯と起動停止を
モデル化する方法を提案した。数値シミュレーションによる検証の結果，電力量の取引の
みを考慮する従来手法と比較して，提案手法が発電事業者の収益を向上することを示し
た。加えて，調整力の発動指令に確実に応じることができるように火力発電機の出力帯を
計画できることを示し，提案手法の有用性を確認した。
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第 4章では，不確実条件下での複数価値の取引に関する意思決定について検討した。具
体的には，スポット市場と需給調整市場の価格の不確実性を考慮した上で，電力量・調整
力の取引計画と発電機の運転計画を統合して最適化する手法を提案した。不確実性と複数
価値取引を同時に考慮するこの問題を，混合整数計画問題として定式化して直接的に解く
ことは，実用的な時間では困難である。そこで，決定変数を段階的に決定するヒューリス
ティックを提案するとともに，段階的な処理の過程において，離散変数の決定問題を求解
が容易な最短路問題に帰着させる方法を提案した。数値シミュレーションによる検証の結
果，価格の不確実性を考慮しない従来手法と比較して，提案手法が収益の CVaRを向上す
ることを示した。加えて，発電機 30台の翌日需給計画を，1時間未満で作成出来ること
を示し，提案手法の有用性を確認した。

5.2 今後の課題
本研究では，発電事業者の需給計画手法を提案したが，その手法の一部は火力発電機の
みを対象とするものに留まっている。揚水発電機，水力発電機や太陽光発電などの再生可
能エネルギー電源等を考慮することが今後の課題である。特に，気象によって出力が大き
く左右される変動性再生可能エネルギー電源については，出力の不確実性の考慮も重要と
なる。また，本研究で用いた確率計画法では，不確実な要素のシナリオを生成する必要が
ある。実用的な時間での計算とリスクの考慮を両立するための，適切なシナリオ数を見積
もる方法を検討する必要がある。加えて，複数の市場価格と再生可能エネルギー電源の出
力のシナリオを，相関を考慮して生成する必要があるほか，発電機の故障といった突発的
な事象も考慮する必要がある。さらに，今後は環境への影響も考慮する重要性が高まる。
温室効果ガスの排出量を考慮した発電機の運転計画，ひいては電源の投資計画を考える必
要がある。
他方で，2023年から同時市場を創設する検討が開始されている。同時市場では，電力
量と調整力を同時に約定することで，一般送配電事業者が十分な調整力を確保できる，と
いう効果が見込まれている。この市場においては，発電事業者が発電機の諸元を市場に登
録し，市場側で電源の運転を決めることとなる。発電事業者にとっては，現在のような電
力量と調整力のそれぞれについて，価格と量を定めて入札する，という形態から大きく変
わることとなるため，創設された場合の影響は大きい。同時市場が創設される場合，発電
事業者は収益を確保するために，新たな市場の制度に合わせた意思決定手法を必要とする
と想定される。加えて，同時市場のシステムにおいては，全国で系統制約を考慮して発電
機の運転を決定し，電力量の価格を決定する必要がある。これまでは，電力会社の管轄エ
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リア単位，発電事業者単位，あるいはバランシンググループ（発電事業者の集合体）単位
で発電機の運転計画を作成していたため，全国大で発電機の運転計画を作成して実運用す
ることは，日本初の試みとなる。従来と比べて大規模な最適化問題を，実用的な時間で解
く必要があるため，効率的かつ安定的な解法が必要となる。本研究で提案した発電機のモ
デル化と定式化を応用できる可能性があると考える。
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